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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

売上高 (千円) ― 3,679,6464,289,1414,345,6673,515,497

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) ― 127,638△173,018△2,714,688△1,363,238

当期純利益又は当期純損
失（△）

(千円) ― 125,170△1,145,321△5,418,153△2,889,618

純資産額 (千円) ― 3,801,2068,768,0843,858,4171,718,537

総資産額 (千円) ― 4,627,8359,276,2588,705,1985,143,013

１株当たり純資産額 (円) ― 5.23 46.94 16.70 5.04

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) ― 0.18 △8.36 △28.94 △11.71

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 0.16 ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 82.1 94.4 43.5 33.4

自己資本利益率 (％) ― 3.6 ― ― ―

株価収益率 (倍) ― 555.5 ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △1,861,597△4,586,460780,329△1,075,478

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △226,053△1,919,125△1,813,223△43,081

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 1,206,0006,002,0731,338,477818,152

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) ― 562,066 58,554 378,448 78,041

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) ―
22

〔60〕
16

〔－〕
207

〔193〕
147

〔135〕

(注) １　第７期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

　　２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　記載金額は千円未満を、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利

益は小数点第２位未満を切捨てて表示しております。

４　平成17年７月１日付で、当社普通株式10株を１株に併合しております。

５　第８期、第９期及び第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率について
は、当期純損失であるため記載しておりません。

６　第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　　平

成17年12月９日）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

売上高 (千円) 404,9212,973,2174,279,3182,943,0502,319,392

経常利益又は経常損失(△)(千円) △684,374 129,297△73,503△1,622,873△1,329,416

当期純利益又は当期純損失
(△)

(千円) △707,696 126,948△910,350△5,630,439△2,896,910

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 5,794,4506,401,9509,455,6509,675,6504,191,095

発行済株式総数 (株) 576,549,000726,549,000186,654,900226,654,900340,654,900

純資産額 (千円) 2,461,0363,802,9859,004,8343,814,5951,678,684

総資産額 (千円) 2,871,9803,923,0909,343,3098,274,2975,082,956

１株当たり純資産額 (円) 4.26 5.23 48.21 16.81 4.92

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

 
(円)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
　　(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △2.14 0.19 △6.64 △30.08 △11.74

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 0.17 ― ― ―

自己資本比率 (％) 85.7 96.9 96.3 46.0 33.0

自己資本利益率 (％) ― 4.1 ― ― ―

株価収益率 (倍) ― 526.3 ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,121,005 ― ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △591,887 ― ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,116,600 ― ― ― ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 1,443,717 ― ― ― ―

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 9
20

〔60〕
10

〔－〕
187

〔191〕
145

〔134〕
(注) １　第７期より連結財務諸表を作成しているため、第７期以降の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によ

るキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及
び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。
３　記載金額は千円未満を、１株当たり当期純利益又は当期純損失、１株当たり純資産額及び潜在株式調整後１株
当たり当期純利益は、小数点第２位未満を切捨てて表示しております。

４　平成16年２月１日付で、当社普通株式１株を1,000株に分割しております。また、平成17年７月１日付で、当社普
通株式10株を１株に併合しております。

５　第６期、第８期、第９期及び第１０期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率
については、当期純損失であるため記載しておりません。

６　第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）
及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　　平
成17年12月９日）を適用しております。
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２ 【沿革】

　

年月 沿革

平成10年７月 東京都品川区に、インターネット及びコンピュータを利用した音楽の販売システムの開発及び販

売を目的として株式会社リキッドオーディオ・ジャパンを資本金50百万円をもって設立。

平成11年７月 東京都新宿区に本社を移転。

平成11年12月 東証マザーズに上場。

平成12年６月 知的所有権管理業務を目的として、東京都新宿区に株式会社ドリームライツを設立。

平成13年１月 子会社株式会社ドリームライツを解散。

平成13年６月 米国リキッドオーディオ・インク社との間で締結していたソフトウェア・ライセンス契約を解

除。

平成13年６月 東京都港区に本社を移転。

平成13年10月 商号を株式会社リキッドオーディオ・ジャパンから株式会社サイバー・ミュージックエンタテイ

ンメントへ変更。

平成15年１月 商号を株式会社サイバー・ミュージックエンタテインメントからニューディール株式会社へ変

更。

平成16年５月 株式会社日月会と絵画及び絵画関連商品取引並びに絵画及び絵画関連商品販売のフランチャイズ

店舗展開に関して業務提携。

平成16年７月 東京都新宿区に本社を移転。

平成16年７月 株式会社ルキナと風力発電システムの部品調達及び管理等に関して業務提携。

平成16年８月 ホットヨガ事業を開始。一号店として、ホットヨガ スタジオ Reu（リュウ） 五反田店をオープ

ン。

平成16年10月 アミューズメント施設への機器及び設備の販売を目的として東京都新宿区に、100％出資の子会

社、株式会社エヌディーサービスを設立。

平成17年12月 ホット・ヨガ事業にて、女性専用の新ブランド、ホットヨガ サロン LUBIE（ラビエ）の展開を大

宮店、横浜店、立川店を皮切りに開始。

平成18年２月 不動産事業免許（免許証番号：東京都知事（１）第85411号）を取得し、リアル・エステイト事業

（不動産事業）を開始。

平成18年２月 ウインド・パワー事業（風力発電事業）において、株式会社ルキナとの業務提携契約を解除し、株

式会社日本再生エネルギーと新たに業務提携契約を締結。

平成18年４月 水素水の製造・販売を目的として東京都新宿区に、100％出資の子会社、エヌディーアクア株式会

社を設立。

平成18年６月 上海西友信息技術有限公司へ資本金の30％を出資、当社の持分法適用関連会社となる。

平成18年７月 アート・ライフ事業において、中国市場での展開を見込み中国上海に、100％出資の子会社、上海如

徳利貿易有限公司を設立。

平成18年８月 東京都渋谷区に51％出資の子会社、株式会社ジャメリック・ジャパン設立。また、米国JAMERIC　

Inc．が当社の連結子会社となる。

平成18年８月 アートコム株式会社よりホットヨガ スタジオ O（オー）３店舗（銀座店、池袋店、新宿南口店）

を譲受。

平成19年１月 アートコム株式会社よりホットヨガ スタジオ O（オー）16店舗を譲受。

平成19年９月 アミューズメント事業、映像ＤＶＤ販売事業、システムエンジニアリング事業及びウインド・パ

ワー事業より撤退。アミューズメント事業の連結子会社株式会社エヌディーサービスを売却。

平成20年５月 セレブ・ファッション事業より撤退。連結子会社の株式会社ジャメリック・ジャパン及び

Jameric．Incを売却。

平成20年６月 平成20年６月までにホット・ヨガ事業３ブランド計15店舗のトータルリストラクチャリングによ

り全国３ブランドで30店舗へ縮小。
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３ 【事業の内容】

　当社の企業集団（当社及び当社の関係会社）は、当社及び連結子会社２社（エヌディーアクア株式会社、上

海如徳利貿易有限公司）並びに持分法適用関連会社１社により構成されております。 

　また、業務提携先の株式会社日月会、業務委託先のサンバリュウ株式会社、さらに製造委託先の株式会社サ

ンスイとの連携強化により事業を構築しております。 

　当社の企業集団は事業区分を「ホット・ヨガ事業」、「セレブ・ファッション事業」並びに「その他事

業」（アクア事業、リアル・エステイト事業、アート・ライフ事業）に区分し、事業を行っております。 

　なお、前連結会計年度まで事業区分に含めていた「アート・ライフ事業」及び「リアル・エステイト事

業」については、当該事業の縮小に伴い、当連結会計年度より「その他事業」に含めております。

　当連結会計年度における当社グループの事業区分は以下のとおりであります。 

　

(1) ホット・ヨガ事業

当事業は、美容と健康を通じて社会貢献に寄与することを目的とし、米国で人気の高い「ホット・ヨガ」

を国内に導入したものであります。従来のヨガのポーズに筋力トレーニング要素を加味し、スタジオ内の温

度を約38度、湿度を65％に保つことにより発汗作用を促す「ホット・ヨガ」は、新陳代謝促進効果や老廃物

の除去等を通じ、身体強化のみならずボディメイク効果をも有しております。 

「ホットヨガ・サロン LUBIE（ラビエ）」、「ホットヨガ・スタジオO（オー）」、「ホットヨガ・スタジ

オ ReU（リュウ）」の3ブランドで展開しておりますが、店舗展開の見直しを図り、15店舗のトータルリス

トラクチャリングを行った結果、全国で合計31店舗となりました。 

　今後も、既存店舗を対象とした内装の老朽化に対する修繕や熱源の電化を含めたリニューアル、新規店舗

出店を含め、「ホット・ヨガ事業」の充実と拡大に努めてまいります。 

　　
事業区分 事業内容 事業部門

ホット・ヨガ事業

ビジネスモデル構築 当社ホット・ヨガ事業部

スタジオ運営
当社ホット・ヨガ事業部

株式会社サンバリュウ

　

(2) セレブ・ファッション事業

当事業は、平成20年５月１日に、株式会社ジャメリックジャパンを事業譲渡したことにより、セレブ・

ファッション事業は廃止となっております。

(3) その他事業

①　アクア事業

当事業は、「水素水」を製造・販売することを目的とし、当社の連結子会社であるエヌディーアクア株式

会社が主となって推進する事業であります。 

　当該子会社は、過飽和状態の高濃度の水素を中性で長期間溶存できる特許技術を持つ企業と技術提携し、

一般で販売されているバブリング方式では為し得ないハイレベルで安全かつ高性能の水素水を製造いたし

ます。展示会や雑誌広告等で「真・水素水」の知名度を上げると共に、フィットネススタジオ、通信販売な

ど販路の拡大に注力し、販売代理店の募集も行っております。 

　　　　

事業区分 事業内容 事業部門

アクア事業

水素水を含む飲料水の製造、販売業
務

エヌディーアクア株式会社

水素水の製造 株式会社サンスイ
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　②　リアル・エステイト事業

当事業は、将来的に有効価値のある不動産物件を購入し、資産価値を高めて賃貸または売却する事業であ

ります。平成18年２月に不動産事業免許（免許証番号：東京都知事(１)第85411号）を取得し、西日本地区

を中心に優良物件の取得に注力し、その運用及び事業を行っております。

　
事業区分 事業内容 事業部門

リアル・エステイト事業
不動産価値鑑定

当社リアル・エステイト事業部不動産物件の購入、販売、賃貸、
仲介

　

　③ アート・ライフ事業 

　当事業は、平成19年８月28日発表の「当社５事業の廃止に関するお知らせ」に記載の通り、在庫処分時を

もって廃止といたしますが、在庫に関しては株式会社日月会と協力して処理をすすめております。 

事業区分 事業内容 事業部門

アート・ライフ事業

ビジネスモデル構築
当社アート・ライフ事業部 

上海如徳利貿易有限公司　　　　
商品販売

販売営業活動

商品仕入れ 株式会社日月会
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　事業系統図は次の通りであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業内容

決議権の所
有割合又は
被所有割合
(％)

関係内容

（連結子会社）

エヌディーアクア

株式会社

東京都新宿区 50,000千円
水素水を含む飲料水の

製造ならびに販売
100.0

役員の兼任２名

資金援助あり

設備の賃貸あり

（連結子会社）

上海如徳利貿易有

限公司

中国上海市 300万人民元絵画及び美術品販売 100.0
資金援助あり

設備の賃貸あり

（持分法適用

　関連会社）

上海西友信息技術

有限公司

中国上海市 41,400千円

システム開発、ソフト

ウエア開発及び機器販

売

30.0 ―
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成20年６月30日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ホット・ヨガ事業 136（134）

その他事業 ６（１）

管理部門 ５（－）

合計 　147（135）

 (注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当連結会計年度の平均雇用人員（１日7.5時間換算）を（　）外

数で記載しております。

 ２ 従業員数が前連結会計年度より60名減少（臨時雇用者を除く。）いたしましたのは、主としてホット・ヨガ事

業の店舗閉鎖に伴う退職及びセレブファッション事業の連結子会社の売却による減少等によるものでありま

す。

 ３ 臨時雇用者数が前連結会計年度より58名減少いたしましたのは、主としてホット・ヨガ事業の店舗閉鎖に伴

う退職等によるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

(平成20年６月30日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

145（134） 29.8 1.5 2,880

 (注) １ 従業員数は、就業人員であり臨時雇用者数及び出向者を除いたものであります。臨時雇用者数については当事

業年度の平均雇用人員（１日7.5時間換算）を（　）外数で記載しております。

 ２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 ３ 従業員数が前事業年度より42名減少（臨時雇用者を除く。）いたしましたのは、主としてホット・ヨガ事業の

店舗閉鎖に伴う退職等によるものであります。

 ４ 臨時雇用者数が前事業年度より57名減少いたしましたのは、主としてホット・ヨガ事業の店舗閉鎖に伴う退

職等によるものであります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好でございます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における我が国の経済は、昨年度から引き続くサブプライムローン問題に端を発する

米国経済の減速懸念と、原油を始めとした原材料価格の高騰による企業収益の圧迫懸念が強まり、国内に

大きなリスク要因が見当たらない中、景気の減速懸念を強めております。 

　当社を取り巻く環境は、ヨガ産業につきましては、生活者の健康志向が一層高まる中、ブームではなく

しっかりとライフスタイルに定着しつつあり、現在の日本での参加人口は約33万人、市場規模は約210億

円とも言われています（BRICs経済研究所）。平成27年には447万人、2684億円に達するとの調査報告もあ

り、今後も市場の安定成長が大いに期待されます。 

　このような環境の中、当社グループは「美しさを創造する」を企業コンセプトに定め、事業の選択と集

中を進め、「ホット・ヨガ事業」、「アクア事業」を基盤事業として取り組んで参りました。また、当連結

会計年度を２年目と定めた第２次中期３カ年計画「プロジェクト10Ｂ」に則り、企業としての利益体質

への変換を図るために、ホット・ヨガ店舗展開の見直しを図り、15店舗のトータルリストラクチャリング

を行いました。その結果、「ホット・ヨガ事業」は黒字に転換し、安定成長が見込まれるまでになりまし

た。また、プレミアムジーンズの販売路の確立と経費削減を推し進めてまいりましたが、平成20年５月１

日発表の如く売却いたしました。水素水に関しましては、昨年頃より新聞や雑誌等で紹介され、かなり認

知度もアップし、新たな販売チャネルを獲得し売上向上に努めて参りました。 

　しかしながら、15店舗のトータルリストラクチャリングによるホット・ヨガ事業での固定資産除却損及

び店舗閉鎖損、セレブ・ファッション事業譲渡損、さらに商品・投資土地建物売却損、個別貸倒金の特別

損失を計上したことにより、多額の特別損失を計上することとなりました。 

　その結果、当連結会計年度の業績は、売上高3,515百万円（前年同期比19.1％減）、営業損失1,336百万円

（前連結会計年度は営業損失1,986百万円）、経常損失1,363百万円（前連結会計年度は経常損失2,714百

万円）となり、特別損失1,754百万円を計上しました結果、当期純損失は2,889百万円（前連結会計年度は

当期純損失5,418百万円）となりました。 

　なお、当連結会計年度における各事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。

 

（ホット・ヨガ事業） 

　当事業は、美容と健康を通じて社会貢献に寄与することを目的とし、米国で人気の高い「ホット・ヨ

ガ」を国内に導入したものであります。「ホットヨガ・サロン LUBIE（ラビエ）」、「ホットヨガ・スタ

ジオO（オー）」、「ホットヨガ・スタジオ ReU（リュウ）」の3ブランドで展開しておりますが、店舗展

開の見直しを図り、15店舗のトータルリストラクチャリングを行った結果、全国で合計31店舗となりまし

た。 

　その結果、当連結会計年度の売上高は2,243百万円（前年同期比9.6％増）、売上構成比は63.8％となり

ましたが、トータルリストラクチャリングによる一次的な人件費や家賃の負担増や原状回復費の負担増

により営業損失は500百万円（前連結会計年度は営業損失405百万円）となりました。 

　　　　

（セレブ・ファッション事業）

　当事業は、平成20年５月１日に、株式会社ジャメリックジャパンを事業譲渡したことにより、セレブ・

ファッション事業は廃止となっております。 
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　なお、当連結会計年度の売上高は、1,160百万円（前年同期比15.8％減）、売上構成比は33.0％、営業損失

47百万円（前連結会計年度は営業損失179百万円）となりました。 

　　 

（その他事業） 

・アクア事業 

　当事業は、「水素水」を製造・販売することを目的とし、当社の連結子会社であるエヌディーアクア株

式会社が主となって推進する事業であります。展示会や雑誌広告等で「真・水素水」の知名度を上げる

と供に、フィットネススタジオ、通信販売など販路の拡大に注力し、販売代理店の募集も行っております。

 

・リアル・エステイト事業 

　当事業は、将来的に有効価値のある不動産物件を購入し、資産価値を高めて賃貸または売却する事業で

あります。 

・アート・ライフ事業 

　当事業は、絵画の在庫の処分をもって中止といたします。現状、在庫の処分を進めております。 

　　　 

　以上の結果、その他事業の当連結会計年度の売上高は事業撤退により大幅に減少し111百万円（前年同

期比87.9％減）、売上構成比は3.2％となりました。売上減少による利益減、アクア事業における広告費や

手数料等の先行投資により営業損失120百万円（前連結会計年度は営業損失372百万円）となりました。 

          

また、当連結会計年度における所在地別セグメントの業績は、次のとおりでございます。

①　日本につきましては、ホット・ヨガ事業を中核事業として展開いたしましたが売上高 

      3,041百万円（前年同期比16.3％減）、営業損失1,273百万円（前連結会計年度は営業損

　　　失1,772百万円）となりました。

②　北米につきましては、平成20年5月1日に株式譲渡により廃止しましたセレブ・ファッショ

      ン事業の売上高473百万円、営業損失62百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金および現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末対比300百

万円減少し、78百万円となりました

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により当連結会計年度に減少した資金は、1,075百万円（前年同期は780百万円の減少）とな

りました。 

　これは主に、経費、利息および法人税等の支払いによるものであります。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により当連結会計年度に減少した資金は、43百万円（前年同期は1,813百万円の減少）となり

ました。 

　これは、ホット・ヨガ店舗閉鎖による敷金保証金の回収による収入229百万円、ホット・ヨガ事業の店舗

に伴う固定資産の取得による支出96百万円および貸付による支出158百万円等によるものであります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により当連結会計年度に増加した資金は、818百万円（前年同期は1,338百万円の増加）とな

りました。 

　これは、株式の発行による収入752百万円、短期借入による収入527百万円および短期借入金返済による

支出474百万円によるものであります。 

 

　
２ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注状況

該当事項はありません。
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(3) 商品仕入実績

当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事 業 の 種 類 別
セ グ メ ン ト の 名 称

前連結会計年度 当連結会計年度

(自　平成18年７月１日 (自　平成19年７月１日 対前年同期比

　至　平成19年６月30日) 　至　平成20年６月30日) 増減（％）

金額（千円） 金額（千円） （％）

ホット・ヨガ事業 336,614 233,936 69.5

セレブ・ファッション事業 1,228,185 889,817 72.4

その他事業 783,833 126,198 16.1

合　　計 2,348,633 1,249,952 53.2

(注) １  金額は仕入価格によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前連結会計年度までに事業区分に含めいていたアート・ライフ事業及びリアル・エステイト事業については、

当該事業の縮小に伴い当連結会計年度よりその他事業に含めて記載しております。

　

(4) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事 業 の 種 類 別
セ グ メ ン ト の 名 称

前連結会計年度 当連結会計年度
(自　平成18年７月１日 (自　平成19年７月１日 対前年同期比
　至　平成19年６月30日) 　至　平成20年６月30日)

金額（千円） 金額（千円） （％）

ホット・ヨガ事業 2,047,504 2,243,840 109.6

セレブ・ファッション事業 1,378,738 1,160,369 84.2

その他事業 919,424 111,287 12.1

合　　計 4,345,667 3,515,497 80.9

(注) １ 金額は販売価格によっております。

　　 ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　 ３  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりです。

相 手 先

前連結会計年度 当連結会計年度

（自　平成18年７月１日 （自　平成19年７月１日
　　至　平成19年６月30日） 　　至　平成20年６月30日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

株式会社ダイエーホーム 765,644 17.7 － －

４　前連結会計年度までに事業区分に含めいていたアート・ライフ事業及びリアル・エステイト事業については、

当該事業の縮小に伴い当連結会計年度よりその他事業に含めて記載しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社の最重要課題は、経営体質の改善に伴う安定した黒字化実現であります。そのためには「新たな顧

客価値の創造」と「グループの競争力の強化」が何よりも重要であると捉えております。 

　顧客価値の創造については、お客様のニーズを先取りし、サービス力や商品力を高めていくことが重要

です。そのためには、お客様の立場に立って、新たな価値を積極的に掘り起こし、提案して参ります。 

　一方、個々の事業の収益力を高めることに加えて、事業の選択と集中をさらに徹底することによって、経

営の効率化を図って参ります。さらに、これまで成長のための先行投資の成果を収益に結びつけ、事業基

盤の一層の強化に取り組んで参ります。 

　そして、創出した利益を成長事業に積極的に振り向けることによって、売上と利益を拡大し、競争力の強

化と更なる企業価値の増大を図って参ります。 

 

　
４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載致します。

また、当社グループとして必ずしも事業上のリスクと考えていない事項についても、投資家の投資判断の

上、あるいは当社グループの事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資家に対する

積極的な情報開示の観点から記載しております。当社グループはこれらリスクの発生の可能性を認識し

た上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努め、事業活動を行っております。

当社株式に対する投資判断は、以下の特別記載事項及び本項以外の記載事項も併せて、慎重に検討した

上で行われる必要があると考えられます。また、文中の将来に関する内容については、当連結会計年度末

現在における判断に基づくものであります。

　
①　財政状態に関するリスク

当社グループは、当連結会計年度において、2,889百万円と多額の当期純損失を計上しております。ま

た、前連結会計年度に引続き、継続的な営業損失を計上しております。

当社は当該状況を解消し、財務体質の改善を行うべく、事業の選択と集中を積極的に進めて参りまし

た。また、「ホット・ヨガ事業」と「アクア事業」を基盤事業として位置づけ、今後も経営資源を集中さ

せ、業績向上につながることを確信しております。さらに、基盤事業とのシナジー効果も期待でき、安定し

た業績計画の立てられる様に、株式会社ジェネシスダイナミクスとの資本業務提携を締結いたしました。

新規事業の資金調達及び財務の改善については、ホット・ヨガ事業の売上が順調に推移している他、平

成19年12月の第10回新株予約権の権利行使によって490百万円を、平成20年6月の新株式及び第11回新株

予約権の権利行使によって444百万円を調達したほか、平成20年8月に発表いたしました第12回新株予約

権の権利行使によって750百万円の調達を予定していることから、新規事業を含めた運転資金ならびに設

備資金は十分確保されております。 

　しかしながら、今後既存または新規事業の拡大に伴う設備投資の増加等が収益増加に見合わなかった場

合、キャッシュ・フローの悪化を招き、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性が

あります。

　

EDINET提出書類

ニューディール株式会社(E05060)

有価証券報告書

 15/124



②　事業収益に関するリスク

当社グループは、黒字定着化と累積赤字の解消、事業基盤の確立を図るべく、最大限の努力をしており

ます。現在、ホット・ヨガ事業については、当面の売上高、経費、人員計画に関わる経営計画を策定する根

拠が得られ、収益の見通しに重大な差異が生じる可能性は低いと考えられます。

また、当社は収益改善のため、基盤事業とシナジー効果のある更なる新規事業を積極的に展開してまい

ります。その展開においては、十分な検討と慎重な判断のもとに遂行してまいりますが、予想しない支出、

投資が発生し、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　
③　多数の顧客を収容する営業施設等における災害等の発生に関するリスク

ホット・ヨガ事業におけるスタジオやサロン、新規事業における不動産物件等、当社グループは、多数

の顧客を収容する営業施設において営業を行っており、それらの施設において、災害、衛生上の問題など

顧客の安全に関わる予期せぬ事態が発生しないという保証はありません。万一、そのような事態が発生し

た場合、その規模によっては、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

　

④　子会社に関するリスク

当社グループは、コンプライアンスをはじめとする目的達成のために適切な内部統制システムを構築

し、運用すべく努力を続けておりますが、子会社の内部統制が不十分なことに起因して、決算の集計作業

が遅れることや監査時間が大幅にかかることから、決算数値の確定が遅れることや変更が生じる可能性

があります。

　

　　⑤　既存事業の属する業界に関するリスク

当社グループ基盤事業である「ホット・ヨガ事業」の属するヨガ業界の中で、一部の業者の悪質な閉

店による消費者トラブルが続出しております。このため、業界に対するイメージの悪化から当社グループ

の営業活動に支障をきたし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

　　⑥　個人情報に関するリスク

当社グループは、「個人情報の保護に関する法」のもとで、適法かつ公正な手段によって個人　情報を

取得し、取得の際に示した利用目的の範囲内で、業務の遂行上必要な限りにおいて個人情報を利用し、そ

の紛失、破壊、改ざんおよび漏えいなどを防止するため、不正アクセス、コンピューターウイルスなどに対

する適正なセキュリティ対策を講じております。しかし、これらの対策にも拘らず、個人情報の不正利用、

その他不測の事態によって個人情報が社外に漏えいした場合には、損害賠償請求や社会的信用の失墜な

どにより、当社グループの経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

　業務提携基本契約

　　　該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであ

ります。

　

(1)　重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

いて作成されております。この連結財務諸表の作成にあたっては、経営者による会計方針の選択・運

用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に見積りが必要とされております。経営者は、これ

らの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の

不確実性があるため、これらの見積りと大きく異なる可能性があります。

　

(2)　当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度における我が国の経済は、昨年度から引き続くサブプライムローン問題に端を発す

る米国経済の減速懸念と、原油を始めとした原材料価格の高騰による企業収益の圧迫懸念が強まり、国

内に大きなリスク要因が見当たらない中、景気の減速懸念を強めております。 

　当社を取り巻く環境は、ヨガ産業につきましては、生活者の健康志向が一層高まる中、ブームではなく

しっかりとライフスタイルに定着しつつあり、現在の日本での参加人口は約33万人、市場規模は約210

億円とも言われています（BRICs経済研究所）。平成27年には447万人、2684億円に達するとの調査報告

もあり、今後も市場の安定成長が大いに期待されます。 

　このような環境の中、当社グループは「美しさを創造する」を企業コンセプトに定め、事業の選択と

集中を進め、「ホット・ヨガ事業」、「アクア事業」を基盤事業として取り組んで参りました。また、当

連結会計年度を２年目と定めた第２次中期３カ年計画「プロジェクト10Ｂ」に則り、企業としての利

益体質への変換を図るために、ホット・ヨガ店舗展開の見直しを図り、15店舗のトータルリストラク

チャリングを行いました。その結果、「ホット・ヨガ事業」は黒字に転換し、安定成長が見込まれるま

でになりました。また、プレミアムジーンズの販売路の確立と経費削減を推し進めてまいりましたが、

平成20年５月１日発表の如く売却いたしました。水素水に関しましては、昨年頃より新聞や雑誌等で紹

介され、かなり認知度もアップし、新たな販売チャネルを獲得し売上向上に努めて参りました。 

　しかしながら、15店舗のトータルリストラクチャリングによるホット・ヨガ事業での固定資産除却損

及び店舗閉鎖損、セレブ・ファッション事業譲渡損、さらに商品・投資土地建物売却損、個別貸倒金の

特別損失を計上したことにより、多額の特別損失を計上することとなりました。 

　その結果、当連結会計年度の業績は、売上高3,515百万円（前年同期比19.1％減）、営業損失1,336百万

円（前連結会計年度は営業損失1,986百万円）、経常損失1,363百万円（前連結会計年度は経常損失

2,714百万円）となり、特別損失1,754百万円を計上しました結果、当期純損失は2,889百万円（前連結

会計年度は当期純損失5,418百万円）となりました。 

 

　

　

① 売上高

当連結会計年度の売上高は3,515百万円と前連結会計年度と比べ19.1％の減少となりました。

　これは、ホット・ヨガ事業部が増収となったものの、セレブ・ファッション事業を廃止したこと、
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アート・ライフ事業およびリアル・エステイト事業が減収となったことによるものであります。

　

② 売上原価、販売費および一般管理費

当連結会計年度の売上原価は、1,243百万円と前連結会計年度と比べ47.0％の減少となりました。

これは、アート・ライフ事業およびリアル・エステイト事業の減収に伴う減少によるものでありま

す。　

　販売費及び一般管理費は、3,608百万円と前連結会計年度と比べ9.5％の減少となりました。

　これは主に、ホット・ヨガ事業部の店舗閉鎖に係わる費用、コンサルティング費用並びに上場維持

費などの支払いによるものであります。

　

③ 営業損益及び経常損益

当連結会計年度の営業損益は、上記の結果、前連結会計年度の1,986百万円の営業損失から1,336百

万円の営業損失となり、また経常損失についても、前連結会計年度の2,714百万円から当連結会計年

度の1,363百万円と赤字幅は縮小しております。

　

④ 当期純損益

当連結会計年度の当期純損益は、前連結会計年度の5,418百万円の当期純損失から2,889百万円の

当期純損失と赤字幅は減少しておりますが、２期連続の大幅な特別損失を計上しております。

　なお、当連結会計年度における主な特別損失は、不動産及び絵画売却損729百万円、ホット・ヨガ店

舗閉鎖及び除却損546百万円、セレブ・ファッション事業譲渡損312百万円、貸倒引当金繰入額158百

万円によるものであります。
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(3)　経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの基幹事業であるホット・ヨガ事業を取り巻く環境は、時流に乗っていることから今

後も市場拡大が見込まれていますが、新規参入業者の増加による競争の激化に加え、岩盤浴やゲルマニ

ウム温浴等のデトックス市場との競争も増しております。しかしながら、引き続き詳細な顧客ニーズの

収集と分析のもと、新しい顧客価値を創造し、競合他社との差別化を図って参ります。

また、セレブ・ファッション事業やリアル・エステイト事業に関しましては、４ 事業等のリスクに

記載のとおり、為替情勢の変化、また景気の動向により経営成績に重要な影響を与えると考えておりま

す。

　

(4)　戦略的現状と見通し

当社グループは「美しさを創造する」を企業コンセプトに定め、事業の選択と集中を進め、「ホット

・ヨガ事業」、「アクア事業」を基盤事業として取り組んで参りました。また、当連結会計年度を2年目

と定めた第2次中期3カ年計画「プロジェクト10Ｂ」に則り、企業としての利益体質への変換を図るた

めに、ホット・ヨガ店舗展開の見直しを図り、15店舗のトータルリストラクチャリングを行いました。

その結果、「ホット・ヨガ事業」は黒字に転換し、安定成長が見込まれるまでになりました。水素水に

関しましては、昨年頃より新聞や雑誌等で紹介され、かなり認知度もアップし、新たな販売チャネルを

獲得し売上向上に努めて参りました。 

　このような状況のなか、翌連結会計年度は、第２次中期３カ年計画「プロジェクト10Ｂ」の最終年度

に当たり、企業コンセプト「美しさを創造する」を中心に据え、基幹事業「ホット・ヨガ事業」の拡充

と「アクア事業」の成長を目指してまいります。具体的に「ホット・ヨガ事業」では、既存店舗のリ

ニューアルやレッスンプログラムの新規バリエーション開発、加圧トレーニングの導入等により、会員

様の満足度アップを図ってまいります。「アクア事業」では、ネット販売が順調であることから、SEO対

策を強化すると同時に、営業力も強化し、既存の販売ルートだけでなく、百貨店やデパート、ホテルへの

営業を開始してまいります。また、新規に水素水サーバーの販売・レンタルも行ってまいります。 

　さらに、そのホット・ヨガ事業から派生し、シナジー効果の望める新規事業を展開してまいります。す

でに発表しましたように、株式会社ジェネシスダイナミクスとの資本業務提携を締結しており、今後、

企業グループとして経営の強化を図ってまいります。当社が保有するF1層（20～34歳の女性）を中心

とする上質な約8.5万人の女性会員、日本最大級の乗馬施設やゴルフコース、レジャー施設を有する

「ヘレナ・インターナショナルクラブ」の活用、相互利用をはじめとして、株式会社ジェネシスダイナ

ミクスとの共同企画開発などにより、高い相乗効果を生み出し、多様化、個性化する女性ニーズへの対

応してまいります。また、当社及び株式会社ジェネシスダイナミクスの人的資産を最大限に有効活用で

きるように社内体制も同時に見直しを図り、「戦う集団」として強固な組織作りを行って参ります。 

　前述の如く、第２次中期３カ年計画「プロジェクト10Ｂ」の最終年度として、通期での経常利益黒字

化と営業キャッシュ・フローのプラス化に向けた経営を行い、株主の皆様のご期待に応えるよう全社

一丸となって努力してまいる所存であります。 

 

　

(5)　資本の財源及び資金の流動性の分析

① キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金および現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末対比

300百万円減少し、78百万円となりました

営業活動により当連結会計年度に減少した資金は、1,075百万円（前年同期は780百万円の減少）
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となりました。 

　これは主に、経費、利息および法人税等の支払いによるものであります。 

投資活動により当連結会計年度に減少した資金は、43百万円（前年同期は1,813百万円の減少）と

なりました。 

　これは、ホット・ヨガ店舗閉鎖による敷金保証金の回収による収入229百万円、ホット・ヨガ事業の

店舗に伴う固定資産の取得による支出96百万円および貸付による支出158百万円等によるものであ

ります。 

財務活動により当連結会計年度に増加した資金は、818百万円（前年同期は1,338百万円の増加）

となりました。 

　これは、株式の発行による収入752百万円、短期借入による収入527百万円および短期借入金返済に

よる支出474百万円によるものであります。

　

② 資金需要について

ホット・ヨガ事業の売上が順調に推移している他、平成19年12月の第10回新株予約権の権利行使

によって490百万円を、平成20年６月の新株式及び第11回新株予約権の権利行使によって444百万円

を調達したほか、平成20年8月に発表いたしました第12回新株予約権の権利行使によって750百万円

の調達を予定していることから、新規事業を含めた運転資金ならびに設備資金は十分確保されてお

ります。
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(6)　経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、「美しさを創造する」をコンセプトに、事業の選択と集中による競争力の強化を最

重要課題として、基盤事業の確立と人創りに尽力して参りました。しかし、当社グループをめぐる経営

環境は、少子高齢化の進展や原油価格の高騰、各事業分野における競争の激化など、これまで以上に厳

しくなることが想定されます。また、株主の皆様、お客さまから寄せられる要望もますます高度化、多様

化しております。 

　これらの経営環境を踏まえ、当社は、今後も企業コンセプト「美しさを創造する」を中心に据え、基盤

事業を充実させると共に、基盤事業から派生する新規事業を立上げ、利益を生み出すことを最優先課題

として認識しております。翌連結会計年度は、第２次中期３カ年計画「プロジェクト10Ｂ」の最終年度

に当たり、当社グループ一丸となって、経常利益黒字化と株主様への配当を目指して、着実に取り組ん

で参ります。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

ホット・ヨガ店舗閉鎖に伴い、ホット・ヨガ店舗設備342,900千円除却処理しております。

　

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

当社における主要な設備は次のとおりであります。

(平成20年６月30日現在)

事業所名（所在地）
事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額(単位：千円)
従業員数

(外、平均

臨時雇用

者数)

(名)

建物附属

設備

工具器具

備品
合計

ホットヨガ
スタジオ ReU　　
(リュウ)　
(全２店)

東京都(２店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 82,5104,87882,998
－
(－)

ホットヨガ
サロン LUBIE
(ラビエ)
(全21店）

東京都(７店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 239,9493,458243,408
 25 
(23)

神奈川県(４店)ホット・ヨガ事業 店舗設備 82,0231,29183,315
15
(14)

千葉県(２店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 61,026 417 61,454
４
(11)

埼玉県(２店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 31,940 658 32,599
９
(６)

栃木県(１店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 44,410 474 44,884
６
(３)

宮城県(１店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 53,203 315 53,518
５
(３)

ホットヨガ
スタジオ O
(オー)
(全19店）

大阪府(２店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 61,2752,16263,438
12
(12)

福岡県(２店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 52,472 770 53,243
10
(５)

東京都(２店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 58,9262,13561,062
11
(10)

愛知県(１店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 21,397 551 21,949
４
(５)

京都府(２店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 70,911 998 71,909
10
(９)

兵庫県(２店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 44,4631,32345,786
９
(９)

岐阜県(１店) ホット・ヨガ事業 店舗設備 42,509 672 43,182
３
(５)

本社 東京都 本社 業務統括設備 6,73618,65025,386
８
(－)

(注) １　上記金額に消費税等は含まれておりません。
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２　主要な賃貸物件の概要は下記のとおりであります。

事業所名（所在地） 設備の内容 年間賃貸料(千円)

ホットヨガ
スタジオ ReU　　
(リュウ)　
(全６店)

東京都(２店) 店舗設備 40,932

ホットヨガ
サロン LUBIE
(ラビエ)
(全21店）

東京都(７店) 店舗設備 91,686

神奈川県(４店)店舗設備 41,949

千葉県(２店) 店舗設備 26,343

埼玉県(２店) 店舗設備 36,960

栃木県(１店) 店舗設備 11,852

宮城県(１店) 店舗設備 16,653

ホットヨガ
スタジオ O
(オー)
(全19店）

大阪府(２店) 店舗設備 52,621

福岡県(２店) 店舗設備 35,494

東京都(２店) 店舗設備 65,135

愛知県(１店) 店舗設備 20,670

京都府(２店) 店舗設備 50,979

兵庫県(２店) 店舗設備 51,064

岐阜県(１店) 店舗設備 23,820

本社 東京都 業務統括設備 17,640

　

(2) 連結子会社

(平成20年６月30日現在)

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(単位：千円) 従業員数

機械及び
装置

工具器具
及び備品

合計

(外、平均臨時雇
用者数)

(名)

エヌディーアクア
その他事業
（アクア事業）

工場設備 50,129 352 50,482
２
(１)株式会社

(東京都新宿区)

(注) 　上記金額に消費税等は含まれておりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,146,000,000

計 1,146,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 340,654,900520,654,900
東京証券取引所
マザーズ

―

計 340,654,900520,654,900― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　株主総会の特別決議日(平成14年11月28日)

ストックオプションとしての新株予約権
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数(個) 13,960 ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,396,000 ―

新株予約権の行使時の払込金額(円) 87.54 ―

新株予約権の行使期間
平成15年12月22日から
平成20年６月30日まで

―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　　87.54
資本組入額　　　　87.54

―

新株予約権の行使の条件

 
①各新株予約権の一部行使は
できない。

②対象者は、本新株予約権行
使時において、当社の取締
役、監査役及び従業員であ
ることを要する。

③対象者は、本新株予約権行
使時の地位を失った場合、
１年以内に限り権利を行使
することができる。

④対象者は、本新株予約権を
質入その他処分することが
できない。

⑤対象者が死亡した場合、法
定相続人はこれを相続する
ことができる。

⑥対象者に重大なる瑕疵が
あった場合、取締役会はそ
の権利を剥奪することがで
きる。

⑦その他、権利行使の条件等
は、新株予約権割当契約に
定めるところによる。

 

―

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要する
ものとする。

―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

 (注) １ 平成15年９月26日開催の第５回定時株主総会決議により、平成16年２月１日付で１株を1,000株とする株式分

割を行っております。また、平成17年５月27日開催の臨時株主総会決議により、平成17年７月１日付で、10株を

１株とする株式併合を行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の

行使時の払込金額」、「新株予約権の行使時により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」

が調整されております。

 ２ 新株予約権の発行日以降、当社が株式の分割または併合または交換または減資を行う場合、新株予約権の目的

たる株式の数は分割または併合または交換または減資の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整の結

果生じる１株未満の端数は切り捨てます。

　　また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割をする場合その他必要と認められる場合には、取締役

会の決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。

　　なお、権利付与日以降、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行（転換社債の転換及び新株予約権の行使

の場合を除く）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

ます。
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既発行
株式数

＋
新発行株式数 × 1株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数

　　以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、

取締役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。

　　　　　　　　 ②　取締役会の決議日(平成20年６月４日)

第11回新株予約権
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数(個) 30 ５

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 30,000,000 5,000,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) ６ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年６月20日から
平成22年６月19日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　　6.1
資本組入額　　　　3.05

同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の行使に当たっ
ては、一部行使は出来ないも
のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要する
ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

 (注) １ 当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）または株式併合を行う場合には、

各新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整されるものとし、調整の結果生じる１株未満の端数

は切り捨てます。

　　　　　調整語株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 ２ 行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合は、次の算式により調整されます。尚、次の

算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式とし保有する当社普通株式の数は含まないものとし、当

社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し、または自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」には当

該発行または処分される株式を含むものとします。但し、円単位未満小数は切り捨てます。

既発行
株式数

＋
新発行株式数 × 1株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数

　　尚、行使価額は株式の分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）または株式併合の場合、時価を下回る払込み

価額で自己株式を処分する場合、株式に転換できる証券を発行する場合、または新株予約権を付与された証券

の発行が行われる場合にも必要と認める調整を行います。

　　　

　
(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

摘要

平成15年
７月１日
～

平成16年
１月31日

186,000376,549753,3004,984,450753,3003,335,053
第１回新株予約権の行使
行使価額 8,100円
資本組入額 4,050円

平成16年
２月１日

376,172,451376,549,000 - 4,984,450 - 3,335,053株式分割(１：1000)

平成16年
２月２日
～

平成16年
６月30日

150,000,000526,549,000607,5005,591,950607,5003,942,553
第２回新株予約権の行使
行使価額 8.1円
資本組入額 4.05円

平成16年
４月23日
～

平成16年
６月30日

50,000,000576,549,000202,5005,794,450202,5004,145,053
第３回新株予約権の行使
行使価額 8.1円
資本組入額 4.05円

平成16年
７月１日
～

平成17年
３月31日

150,000,000726,549,000607,5006,401,950607,5004,752,553
第３回新株予約権の行使
行使価額 8.1円
資本組入額 4.05円

平成17年
７月１日

△653,894,10072,654,900 - 6,401,950 - 4,752,553株式併合(10：１)

平成17年
９月27日

- 72,654,900 - 6,401,950△4,752,553 -
定時株主総会決議による
資本準備金取り崩し

平成17年
８月19日
～

平成18年
６月30日

102,000,000174,654,9002,555,1008,957,0502,555,1002,555,100
第４回新株予約権の行使
行使価額 50.1円
資本組入額 25.05円

平成17年
10月２日
～

平成17年
12月27日

12,000,000186,654,900498,6009,455,650498,6003,053,700
第５回新株予約権の行使
行使価額 83.1円
資本組入額 41.55円

平成18年
９月26日

- 186,654,900 - 9,455,650△3,053,700 -
定時株主総会決議による
資本準備金取り崩し

平成19年
６月26日

40,000,000226,654,900220,0009,675,650220,000220,000
第三者割当増資
発行価額 11円
資本組入額 5.5円

平成19年
11月11日

- 226,654,900△5,866,0543,809,595△220,000 -
定時株主総会決議による減資および、
資本準備金取り崩し

平成20年
３月６日
～

平成20年
４月22日

70,000,000296,654,900248,5004,058,095248,500248,500
第10回新株予約権の行使
行使価額 7.1円
資本組入額 3.55円

平成20年
６月19日

24,000,000320,654,90072,0004,130,09572,000320,500
第三者割当増資
発行価額 ６円
資本組入額 ３円

平成20年
６月30日

20,000,000340,654,90061,0004,191,09561,000381,500
第11回新株予約権の行使
行使価額 6.1円
資本組入額 3.05円
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（注）１ 新株予約権の権利行使による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加については、事業年度ごとにそれ

ぞれの合計を記載しております。

 ２ 当事業年度の末日後報告書の提出日までに発行済株式総数、資本金及び資本準備金については下記のとおり

増加しております。　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

摘要

平成20年
７月24日
～

平成20年
９月１日

30,000,000370,654,90091,5004,282,59591,500473,000
第11回新株予約権の行使
行使価額 6.1円
資本組入額 3.05円

平成20年
９月16日

150,000,000520,654,900375,0004,657,595375,000848,000
第三者割当増資
発行価額 ５円
資本組入額 2.5円

　

EDINET提出書類

ニューディール株式会社(E05060)

有価証券報告書

 28/124



(5) 【所有者別状況】

(平成20年６月30日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ 1 10 87 21 39 21,73421,892―

所有株式数
(単元)

－ 26,577102,11234,56562,6127,0163,173,6473,406,5292,000

所有株式数
の割合(％)

－ 0.78 3.00 1.01 1.84 0.21 93.16100.00―

(注)　１　自己株式３株は、「単元未満株式の状況」に含まれております。

　  　２  上記の「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、874単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

(平成20年６月30日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

Ｓ.Ｆ.Ｊ第３号投資事業組合 東京都中央区日本橋茅場町１丁目４－５ 44,000,00012.91

ＳＢＩイー・トレード証券
株式会社自己融資口

東京都港区六本木１丁目６－１ 5,866,600 1.72

中山　俊則 東京都港区 4,150,000 1.21

大阪証券金融株式会社
（業務口）

大阪市中央区北浜２丁目４－６ 2,657,700 0.78

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 2,217,300 0.65

バンクジユリウスベアアンドカ
ンパニーリミテッド
(常任代理人株式会社三菱東京 
ＵＦＪ銀行)

ＢＡＨＮＨＯＦＳＴＲＡＳＳＥ　３６，Ｐ．
Ｏ．ＢＯＸ　８０１０， ＣＨ－８００１　Ｚ
ＵＲＩＣＨ　ＳＷＩＴＺＥＲＬＡＮＤ
 (東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

2,050,000 0.60

ＴＤ投資事業組合 東京都千代田区丸の内３丁目２－２ 1,650,000 0.48

永縄　貴 愛知県津島市 1,628,500 0.47

儘田　雄介 東京都練馬区 1,550,000 0.45

掛谷　和俊 大分県大分市 1,459,300 0.42

計 ― 67,229,40019.73

（注）１ 当社の主要株主でありました新山洋史氏は、平成19年12月19日付で主要株主ではなくなっております。

 ２ Ｓ.Ｆ.Ｊ第３号投資事業組合は、平成20年６月30日をもって、当社の主要株主となっております。
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(7) 【議決権の状況】
① 【発行済株式】

(平成20年６月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　340,652,900 3,406,529 ―

単元未満株式 普通株式　　　　2,000 ― ―

発行済株式総数 340,654,900― ―

総株主の議決権 ― 3,406,529 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が87,400株(議決権874個)含まれております。

　
② 【自己株式等】

(平成20年６月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ニューディール株式会社 新宿区新宿２－８－６ 3 ― 3 0.00

計 ― 3 ― 3 0.00

　
(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改

正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年11月28日開催の臨時株主総会終結時に

在任する取締役、監査役及び従業員に対して付与することを同臨時株主総会にて決議されたものであり

ます。また、平成15年11月27日開催の取締役会において、具体的な条件を決定いたしました。当該制度の内

容は、次のとおりであります。
　

決議年月日 平成14年11月28日

付与対象者の区分及び人数
取締役３名
監査役３名
従業員７名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

―
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 普通株式

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―

保有自己株式数 ３ ― ３ ―

　

３ 【配当政策】

当社は、平成10年７月の設立以降、将来の事業拡大と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保す

るため、現在まで配当は実施しておりません。利益の状況や事業展開などを総合的に判断しながら配当に

よる利益還元を行いたいと考えておりますが、現時点において配当実施の可能性およびその実施時期に

ついては未定であります。

配当の回数についての当社の基本的な方針は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこ

ととしております。これらの剰余金の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取

締役会であります。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主また

は登録株式質権者に対して、会社法第454条第５項に定める剰余金の中間配当をすることができる。」旨

を定款に定めております。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

最高(円)
43,000
※44

37 144 49 23

最低(円)
7,700
※15

6 29 11 3

(注) １　最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)におけるものであります。

２　※印は、株式分割による権利落後の株価であります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 6 23 14 9 7 7

最低(円) 3 4 6 6 6 5

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

社長
― 向田　尊洋 昭和38年12月27日生

平成２年４月 岡山大学医学部付属病院　第二外科入

局 平成20

年９月

から２

年

26,600
平成14年２月 株式会社日月会入社

平成15年11月 同社新規事業部長

平成16年９月 当社取締役就任

平成17年12月 当社代表取締役社長就任(現任)

取締役 管理本部長 林　義朗 昭和15年１月10日生

昭和33年４月 住友銀行（現三井住友銀行）入社

平成20

年９月

から２

年

10,000

平成７年１月 ボディソニック株式会社（現オメガ

・プロジェクトホールディングス株

式会社）入社

平成13年８月 当社入社

平成13年８月 当社管理部長

平成15年11月 当社管理本部長

平成16年６月 当社執行役員管理本部長

平成16年９月 当社取締役管理本部長

平成18年９月 当社常務取締役管理本部長就任

平成19年９月 当社取締役管理本部長就任（現任）

取締役 ― 森下　尚則 昭和43年６月12日生

平成２年４月 特殊法人石川信用保証協会入協 平成20

年９月

から２

年

―
平成13年９月 衣料販売自営業

平成17年４月 株式会社ユーエイエム取締役就任

平成20年９月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 小林　徹平 昭和21年11月26日生

昭和44年３月 安藤証券東京支店市場課入社 

平成20

年９月

から２

年

―

昭和48年９月 茜証券入社 

昭和60年２月 株式会社協和コーポレーション入社

平成10年２月 同社　取締役就任

平成17年５月 金沢ミナトプラント工業株式会社

取締役就任

平成19年３月 株式会社ジェネシスダイナミクス

取締役就任（現任）

平成20年９月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 松澤　英次 昭和36年４月21日生

昭和59年４月 株式会社協和コーポレーション入社

平成20

年９月

から２

年

―

平成２年９月 同社　取締役就任

平成17年６月 金沢ミナトプラント工業株式会社

取締役就任 

平成18年２月 株式会社ジェネシスダイナミクス　

取締役就任（現任）

平成20年９月 当社取締役就任（現任）

監査役 常勤監査役 勝田　哲夫 昭和16年10月11日生

平成39年４月 株式会社レナウン入社 平成18

年９月

から４

年

―平成２年５月 同社経営企画室部長

平成14年11月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 佐伯　光昭 昭和24年４月８日生

昭和53年４月 阪神エンジニアリング入社 平成18

年９月

から４

年

20,000
平成６年４月 株式会社ピーステージ設立

代表取締役（現任）

平成14年11月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 大野　斌代 昭和14年12月18日生

昭和38年４月 株式会社住友銀行(現三井住友銀行)

入行

平成18

年９月

から４

年

―

平成４年８月 ボディソニック株式会社(現オメガ・

プロジェクトホールディングス株式

会社)入社

平成５年６月 同社専務取締役

平成13年７月 当社顧問

平成13年９月 当社取締役就任

平成14年11月 当社監査役就任(現任)

計 56,600

(注) １　取締役森下　尚則氏、小林　徹平氏及び松澤　英次氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２　監査役勝田　哲夫、佐伯　光昭の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

(1) コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

当社は「選択と集中」を推し進めながら事業展開を行っているため、正確な情報収集と的確な情報

分析に基づく迅速な経営判断が不可欠であり、経営の透明性の観点から経営チェック機能の充実が重

要と認識しております。 

　このため当社では、会社の会議体を「事業部門責任者による状況報告書及び取締役会決定事項を伝達

する営業会議」、「取締役会へ上程する重要事項の資料整備及び案件を検討する経営会議」、「会社の

重要事項を決定する取締役会」の３つとし、迅速な審議決定体制を敷き、社内伝達機能を充実させてお

ります。また、内部通報制度の整備、必要に応じた管理本部へのコンプライアンス部門の設置、業務執行

部門から独立した内部監査室の設置、代表取締役を長としたリスク管理部門の設置等、コーポレートガ

バナンス及びコンプライアンス体制の構築のためのプログラムを取り入れるべく準備を進めておりま

す。 

　

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

ａ．会社の機関の内容

　・当社は内部監査制度を採用しております。

　・取締役は平成20年９月29日現在、５名（うち社外取締役３名）、監査役３名（うち社外

　　監査役２名）であります。

　  取締役会は毎月１回以上開催されており、定款で決裁を要する事項は勿論のこと、その他

    の重要事項についても充分に審議し、業務の執行状況についても迅速かつ効率的な監視体

    制が執られております。

  ・監査役は取締役会へ出席したうえ監査役会を構成し、監査役会は取締役会に連動して毎月

    １回以上開催されており、常勤監査役を中心とした計画的かつ網羅的監査の実施がなされ

    ております。

  ・顧問弁護士には法律上の判断が必要な際に随時確認を行い、経営判断に反映させていま

    す。

ｂ. 内部統制システムの整備の状況

  ・コンプライアンス体制の充実・強化を推進するため、必要に応じて管理本部にコンプライ

　　アンス部門を設置することを平成19年６月11日の取締役会で決議し、準備を進めておりま

　　す。

  ・業務執行部門から独立した内部監査室を設置することを平成18年５月10日の取締役会で決

    議し、準備を進めております。内部監査室は、定期的に内部監査を実施し、その結果を被

    監査部門にフィードバックするとともに、取締役会および監査役会に適宜報告いたしま

    す。

ｃ. リスク管理体制の整備の状況

　・災害や事故等の危機管理対応について、代表取締役社長を長とするリスク管理部門を設置

　　することを平成18年５月10日の取締役会で決議し、準備を進めております。リスク管理部

　　門は、リスク管理規定等を作成し、各規定に基づき部門ごとに内在するリスクを把握、

　　分析、評価し、その結果を定期的に取締役会へ報告いたします。その報告に基づき、取締

　　役会で改善策、推進体制等を審議、決定いたします。
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(3) 当社と社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の

　　概要

社外取締役および社外監査役ならびにそれらが取締役に就任する会社との取引等の関係は以下のと

おりであります。

会社等の名称 事業内容 取引の内容 取引条件

株式会社ジェネシスダイナミクス 不動産、リゾート施設管理 乗馬施設の賃貸 一般的取引条件

(注)当社の社外取締役である小林　徹平氏、松澤　英次氏が株式会社ジェネシスダイナミクスの取締役

に就任しております。

　

　(4)コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

・　監査役会は取締役会に連動して毎月１回以上開催されており、常勤監査役を中心とした計画

　的かつ網羅的監査の実施がなされております。

　　代表取締役を含む全常勤取締役、常勤監査役と事業部門責任者を加えたメンバーで、毎月

　「定例営業会議」を開催しております。代表取締役を含む全取締役は、定例営業会議を通じて

　業務執行状況の監視・監督を行うほか、利益計画の進捗状況などの情報共有とコンプライアン

　スの徹底を図り、経営判断に反映させております。

・　当社は、会社法第426条第１項の規定により、同法第423条第１項の監査役（監査役であった

　もの含む。）の責任につき、善意にしてかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議をも

　って、法令の定める度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨を定款に定めてお

　ります。これは、監査役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的とするもので

　あります。

・　代表取締役の特命に基づき、当社の全部署を対象として、業務の適正な運用、改善、能率増

　進を図るとともに、財産を保全し、不正過誤の予防に資することを目的として、内部監査を計

　画的に実施しております。

・　社外監査役との間に、責任限定契約の締結を可能とするため、定款に「会社法第427条第１

　項の規定により、社外監査役との間で、同法第425条第１項各号に定める額の合計額を限度と

　する契約を締結することができる。」規定を定めております。

　　会計監査人との間に、責任限定契約の締結を可能とするため、定款に「会社法第427条第１

　項の規定により、会計監査人との間で同法第423条第１項の責任について、同法第425条第１項

　各号に定める額の合計額を限度とする契約を締結することができる。」規定を定めておりま
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　す。

・　当社の取締役の定数は、10名以内とする旨定款に定めております。また、取締役の選任決議

　については、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

　有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任する旨定款に定めております。

・　当社は、会社法第309条第２項の定めによるべき決議は、定款に別段の定めがある場合を除　　　

　き、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

　議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主全体の利益の保護

　を目的としたものでであります。

・　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を

　機動的に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の

　決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めておりま

　す。

・　当社は、中間配当について、取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として中間

　配当をすることができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を

　行うことを目的とするものであります。

　
(5) 会計監査の状況

　会計監査につきましては、監査法人ウィングパートナーズとの間で会社法監査及び金融商品取引法監

査についての監査契約を締結しております。当事業年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日ま

で）の業務執行社員は、赤坂満秋氏、市島幸三氏の２名であります。また、監査業務に係る補助者とし

て、公認会計士３名、会計士補２名、その他１名となっております。

 監査法人による金融商品取引法に基づく監査を中間決算および期末決算において受けており、第１四

半期および第３四半期においても監査法人によるレビューを受けております。
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(6) 役員報酬の内容

　　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりであります。

役員報酬：

　社内取締役に支払った報酬 31,000千円

社外取締役に支払った報酬 2,400千円

　社内監査役に支払った報酬 4,800千円

　社外監査役に支払った報酬 11,400千円

計 49,600千円

　 (注)　1　千円未満は切り捨てて表示しております。

2　株主総会決議による報酬限度額は、取締役70百万円、監査役20百万円と定められております。

　

(7) 監査報酬の内容

　　当事業年度における監査法人に対する監査報酬は、以下のとおりであります。

　①アスカ監査法人

監査報酬：

　公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第

１項に規定する業務に基づく報酬
5,800千円

　上記以外の報酬 －

計 5,800千円

  ②監査法人ウィングパートナーズ

監査報酬：

　公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第

１項に規定する業務に基づく報酬
6,800千円

　上記以外の報酬 －

計 6,800千円
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年7月1日から平成19年6月30日まで）は改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度（平成19年7月1日から平成20年6月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年7月1日から平成19年6月30日まで）は改正前の財務諸表等規則に基づき当

事業年度（平成19年7月1日から平成20年6月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年７月１日から平成19年６月

30日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年7月1日から平成19年6月30日まで）の財務諸表に

ついて、アスカ監査法人の監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結

会計度（平成19年7月1日から平成20年6月30日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年7月1日

から平成20年6月30日まで）の財務諸表について、監査法人ウィングパートナーズの監査を受けておりま

す。

　

３　監査法人の交代について

　　当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　前連結会計年度及び前事業年度　　アスカ監査法人

　　当連結会計年度及び当事業年度　　監査法人ウィングパートナーズ
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 378,448 78,041

　２　売掛金 499,955 50,104

　３　たな卸資産 ※2 4,037,735 2,767,367

　４　短期貸付金 434,400 621,800

　５　その他 581,248 230,705

　　　貸倒引当金 △837,702 △492,735

　　　流動資産合計 5,094,08458.5 3,255,28363.3

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 1,784,104 1,328,650

　　　　 減価償却累計額 △268,7431,515,360 △374,277954,373

　　(2) 機械及び装置 83,832 83,832

　　　　 減価償却累計額 △20,697 63,135 △33,703 50,129

　　(3) 建設仮勘定 63,667 －

　　(4) その他 53,819 35,086

　　　有形固定資産合計 1,695,98319.5 1,039,58820.2

　２　無形固定資産

　　(1) のれん 372,715 347,011

　　(2) その他 63,829 43,945

　　　無形固定資産合計 436,5455.0 390,9577.6

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※1 0 0

　　(2) 長期貸付金 279,798 －

　　(3) 長期滞留債権等 1,340,061 2,253,714

　　(4) 敷金保証金 693,586 454,545

　　(5) 投資土地 ※2 703,672 －

　　(6) その他 ※2 79,404 2,638

　　　　貸倒引当金 △1,617,937 △2,253,714

　　　投資その他の資産合計 1,478,58517.0 457,1838.9

　　　固定資産合計 3,611,11441.5 1,887,72936.7

　　　資産合計 8,705,198100.0 5,143,013100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 15,559 3,671

　２　短期借入金 ※2 876,513 160,000

　３　未払金 790,732 344,608

　４　前受金 439,224 399,211

　５　未払法人税等 77,254 32,595

　６　事業整理損失引当金 2,409,063 2,296,674

　７　返品調整引当金 489 －

　８　その他 237,943 187,713

　　　流動負債合計 4,846,78155.7 3,424,47566.6

　　　負債合計 4,846,78155.7 3,424,47566.6

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 9,675,650111.2 4,191,09581.5

　２　資本剰余金 220,0002.5 381,5007.4

　３　利益剰余金 △6,110,518△70.2 △2,855,048△55.5

　４　自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0

　　　株主資本合計 3,785,13143.5 1,717,54733.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　為替換算調整勘定 △2,009△0.0 △2,009△0.0

　　　評価・換算差額等合計 △2,009△0.0 △2,009△0.0

Ⅲ　新株予約権 5,0000.1 3,0000.0

Ⅳ　少数株主持分 70,2950.8 － －

　　　純資産合計 3,858,41744.3 1,718,53733.4

　　　負債純資産合計 8,705,198100.0 5,143,013100.0
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② 【連結損益計算書】

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日 
 至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日 
 至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 4,345,667100.0 3,515,497100.0

Ⅱ　売上原価 2,345,29954.0 1,243,95935.4

　　　売上総利益 2,000,36746.0 2,271,53864.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1 3,987,36491.8 3,608,118102.6

　　　営業損失 1,986,996△45.7 1,336,580△38.0

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 2,574 77

　２　不動産賃料収入 46,857 45,714

　３　為替差益 3,735 13,084

　４　その他 7,749 60,9161.4 29,186 88,0622.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 15,845 78,553

　２　手形売却損 2,105 －

　３　保証金償却費 23,113 －

　４　貸倒引当金繰入額 689,313 －

　５　減価償却費 25,677 23,538

　６　株式交付費 2,736 1,016

　７　持分法による投資損失 950 －

　８　為替差損 － 463

　９　その他 28,865788,60818.2 11,149114,7203.3

　　　経常損失 2,714,688△62.5 1,363,238△38.8

Ⅵ　特別利益

　１　新株予約権戻入益 9,800 5,000

　２　違約金 80,000 30,000

　３　貸倒引当金戻入益 19,919 －

　４　前期損益修正益 ※2 － 10,388

　５　関係会社株式売却益 － 49,999

　６　事業整理損失引当金
　　　戻入益

－ 109,7192.5 112,388207,7775.9

Ⅶ　特別損失

　１　貸倒引当金繰入額 286,848 158,366

　２　たな卸資産評価損 27,673 －

　３　投資有価証券評価損 13,208 －

　４　減損損失 ※6 184,956 －

　５　事業整理損失引当金
　　　繰入額

※3 2,409,063 －

　６　契約解除損 5,000 －

　７　固定資産除却損 ※4 － 342,900

　８　商品・投資土地建物
　　　売却損

－ 728,596

　９　関係会社株式及び債権売
　　　却損

※5 － 312,834

　10　保証金償却 － 7,694

　11　店舗閉鎖損 － 203,165

　12　棚卸減耗費 － 2,926,75067.3 720 1,754,27949.9

　　　税金等調整前当期純損失 5,531,719
△

127.3
2,909,739△82.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

22,0280.5 22,1630.6

　　　少数株主損失 135,594△3.1 42,284△1.2

　　　当期純損失 5,418,153
△

124.7
2,889,618△82.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日残高（千円） 9,455,6503,053,700△3,746,065 △0 8,763,284

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 220,000 220,000 － － 440,000

　欠損填補 － △3,053,7003,053,700 － －

　自己株式の取得 － － － － －

　当期純損失 － － △5,418,153 － △5,418,153

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計(千円） 220,000△2,833,700△2,364,453 － △4,978,153

平成19年６月30日残高（千円） 9,675,650 220,000△6,110,518 △0 3,785,131

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計為替換算

調整勘定

平成18年６月30日残高（千円） － 4,800 － 8,768,084

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 － － － 440,000

　欠損填補 － － － －

　自己株式の取得 － － － －

　当期純損失 － － － △5,418,153

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△2,009 200 70,295 68,486

連結会計年度中の変動額合計(千円） △2,009 200 70,295 △4,909,667

平成19年６月30日残高（千円） △2,009 5,000 70,295 3,858,417
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当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年６月30日残高（千円） 9,675,650 220,000△6,110,518 △0 3,785,131

連結会計年度中の変動額

　欠損填補のための減資 △5,866,054 － 5,866,054 － －

　欠損填補のための資本準備金
　取崩

－ △220,000 220,000 － －

　新株の発行 381,500 381,500 － － 763,000

　当期純損失 － － △2,889,618 － △2,889,618

　連結除外に伴う利益剰余金の
　増加

－ － 59,034 － 59,034

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計(千円） △5,484,554 161,500 3,255,470 － △2,067,583

平成20年６月30日残高（千円） 4,191,095 381,500△2,855,048 △0 1,717,547

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計為替換算

調整勘定

平成19年６月30日残高（千円） △2,009 5,000 70,295 3,858,417

連結会計年度中の変動額

　欠損填補のための減資 － － － －

　欠損填補のための資本準備金
　取崩

－ － － －

　新株の発行 － － － 763,000

　当期純損失 － － － △2,889,618

　連結除外に伴う利益剰余金の
　増加

－ － － 59,034

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

－ △2,000 △70,295 △72,295

連結会計年度中の変動額合計(千円） － △2,000 △70,295 △2,139,879

平成20年６月30日残高（千円） △2,009 3,000 － 1,718,537
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日 
 至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日 
 至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　１　税金等調整前当期純損失 5,531,719 2,909,739

　　２　減価償却費 332,998 316,620

　　３　貸倒引当金の増加額 1,534,530 197,108

　　４　返品調整引当金の増加額 489 1,779

　　５　事業整理損失引当金の増減額
　　　 （減少：△）

2,409,063 △112,388

　　６　減損損失 184,956 －

　　７　長期前払費用償却費 12,499 －

　　８　保証金償却費 23,113 7,694

　　９　受取利息 △2,574 △77

　　10　新株予約権戻入益 △9,800 △5,000

　　11　支払利息 15,845 78,553

　　12　事業譲渡損 － 312,834

　　13　商品・投資土地建物売却損 － 728,596

　　14　株式交付費 2,736 1,016

　　15　固定資産除却損 － 342,900

　　16　不動産賃料収入 △46,857 △45,714

　　17　子会社株式売却益 － △49,999

　　18　前期損益修正益 － △10,388

　　19　違約金 △80,000 △30,000

　　20　持分法による投資損失 950 －

　　21　契約解除損 5,000 －

　　22　売上債権の増減額(増加：△) 2,766,257 △11,269

　　23　たな卸資産の増減額(増加:△) 31,621 160,136

　　24　仕入債務の増減額（減少：△） △735,630 240,931

　　25　前渡金の増加額 △736,377 △21,563

　　26　その他の資産の増減額（増加：△） △39,684 27,317

　　27　その他の負債の増減額（減少：△） 539,557 △153,768

　　28　その他 56,418 －

　　　　小計 733,396 △934,421

　　29　利息及び配当の受取額 2,175 77

　　30　利息の支払額 － △78,553

　　31　不動産手付解除に伴う
　　　　違約金による収入

80,000 －

　　32　法人税等の支払額 △35,242 △62,580

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 780,329 △1,075,478
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　 前連結会計年度
(自　平成18年７月１日 
 至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日 
 至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　１　有形固定資産の取得による支出 △1,271,119 △89,185

　　２　無形固定資産の取得による支出 △64,565 △6,966

　　３　連結範囲の変更を伴う子会社株式の
　　　　売却等による支出

※２ － △5,114

　　４　投資土地建物の購入による支出 △6,812 －

　　５　不動産賃料収入 34,857 －

　　６　貸付による支出 △23,666 △158,481

　　７　貸付金の回収による収入 480 3,986

　　８　敷金・保証金の支出 △482,676 △17,163

　　９　敷金・保証金の回収による収入 280 229,843

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,813,223 △43,081

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　１　短期借入による収入 876,513 527,416

　　２　短期借入金の返済による支出 － △474,247

　　３　少数株主からの払込による収入 14,700 －

　　４　新株予約権の発行による収入 － 12,000

　　５　株式の発行による収入 447,263 752,984

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 1,338,477 818,152

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（又は減少額) 305,583 △300,406

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 58,554 378,448

Ⅵ　新規連結子会社の取得に伴う
　　現金同等物の増加額

14,310 －

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 378,448 78,041
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　当社グループは、当連結会計年度に5,418,153千円と多

額の当期純損失を計上しております。また、前連結会計

年度に引続き、継続的な営業損失を計上しております。

これにより、当社グループは継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。

　当期純損失につきましては、ホットヨガ既存店舗の譲

受けおよび新規店舗出店のコストに伴う固定資産償却

費等の増加、セレブ・ファッション事業の先行仕入に伴

う利益の減少等の積極的な営業活動によるもののほか、

事業撤退に伴う事業整理損失引当金の計上、資産の評価

減及び債権に対する貸倒引当金の計上に伴う特別損失

が主たる要因であり、「事業の選択と集中」を積極的に

進めた結果であります。

　当連結会計年度は、第２次中期３ヵ年計画「プロジェ

クト10Ｂ」の初年度に当たり、純利益黒字化と同時に累

損解消へ向けた準備年度と考えて努力してまいりまし

た。具体的には、「ホット・ヨガ事業」において全国で

３ブランド46店舗となり、順調に会員数を伸ばしており

安定した売上が見込めております。また、「セレブ・

ファッション事業」も流通網の整備がほぼ整い、本格的

な販売を開始いたしました。

　今後は、「ホット・ヨガ事業」と「セレブ・ファッ

ション事業」を基盤事業として経営資源を集中させて

参ります。また、基盤事業と相乗効果を期待できる「美

しさを創造する」関連事業に関しましても準備を進め

ております。

　資金面では、ホット・ヨガ事業の売上が順調に推移し

ている他、平成19年６月22日には第三者割当による新株

式発行によって440百万円を調達したほか、土地売却代

金500百万円並びに、絵画売却代金600百万円の回収予定

等により、新規事業を含めた運転資金ならびに設備資金

は十分確保されております。

　当連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。

  当社グループは、当連結会計年度に2,889,618千円と

多額の当期純損失を計上しております。また、前連結会

計年度に引続き、継続的な営業損失を計上しておりま

す。これにより、当社グループは継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。

　当期純損失につきましては、15店舗のトータルリスト

ラクチャリングによるホット・ヨガ事業での固定資産

除却損及び店舗閉鎖損、セレブ・ファッション事業譲渡

損、さらに商品・投資土地建物売却損、個別貸倒引当金

の特別損失の計上が主たる要因であり、「事業の選択と

集中」を積極的に進めた結果であります。

　当連結会計年度は、第２次中期３ヵ年計画「プロジェ

クト10Ｂ」の２年目に当たり、純利益黒字化と同時に累

損解消へ向けた準備年度と考えて努力してまいりまし

た。具体的には、収益性向上のため「ホット・ヨガ事

業」における15店舗のトータルリストラクチャリング

により、基盤事業は黒字化し、今後も安定成長が見込ま

れております。

　今後は、「ホット・ヨガ事業」と「アクア事業」を基

盤事業として経営資源を集中させて参ります。また、基

盤事業と相乗効果を期待できる「美しさを創造する」

関連事業に関しましても、株式会社ジェネシスダイナミ

クスとの資本業務提携により積極的に進めております。

　資金面では、ホット・ヨガ事業の売上が順調に推移し

ている他、平成19年12月の第10回新株予約権の権利行使

によって490百万円を、平成20年６月の新株式及び第11

回新株予約権の権利行使によって444百万円を調達した

ほか、平成20年8月に発表いたしました第12回新株予約

権の権利行使によって750百万円の調達を予定している

ことから、新規事業を含めた運転資金ならびに設備資金

は十分確保されております。

　当連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　５社

連結子会社の名称　株式会社エヌ

ディーサービス

エヌディーアクア

株式会社

上海如徳利貿易有

限公司

株式会社ジャメ

リック・ジャパン

JAMERIC　Inc．

　すべての子会社を連結しております。

　なお、上海如徳利有限公司は、平成18

年７月３日付で設立され、株式会社

ジャメリック・ジャパンは平成18年８

月15日付で設立され、当社の連結子会

社となりました。

　また、JAMERIC　Inc．については、平成

18年８月15日付で実質的な支配力が及

んだことにより当社の連結子会社とな

りました。

連結子会社の数　　２社

連結子会社の名称 エヌディーアクア

株式会社

上海如徳利貿易有

限公司

　すべての子会社を連結しております。

　なお、連結子会社でありました株式会

社エヌディーサービスについては、平

成19年９月28日をもって売却し、株式

会社ジャメリック・ジャパンと

JAMERIC　Inc．については、平成20年５

月１日をもって株式譲渡したため、そ

れぞれ連結の範囲から除外しておりま

す。
 

２　持分法の適用に関する事

項

持分法適用の関連会社の数

　　　　　　　　　１社

持分法適用の関連会社の名称

上海西友信息技術

有限公司

　なお、持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社については、連

結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。

持分法適用の関連会社の数

　　　　　　　　　１社

持分法適用の関連会社の名称

上海西友信息技術

有限公司

　なお、持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社については、連

結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

　　　　　　　同左

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①有価証券

その他有価証券

時価のないもの・・移動平均法

による原価

法

②たな卸資産

商品

　絵画及び販売用不動産

　　　　　個別法による原価法
　　　　上記以外の商品
　　　　　移動平均法による原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①有価証券

その他有価証券

時価のないもの・・同左

　

　

②たな卸資産

商品

　絵画及び販売用不動産

同左
　　　　上記以外の商品

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

    方法

    ①有形固定資産

      定率法を採用しております。

      耐用年数は以下の年数を採用し

      ております。

    　建物及び構築物・・・８～15年 

　　　機械及び装置・・・・・・10年 

　　　工具器具及び備品・・３～20年 

　　　車両及び運搬具・・・３～６年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

    方法

    ①有形固定資産

               同左

    ②無形固定資産

　　  (イ)ソフトウェア(自社利用分)

        社内における利用可能期間

       （５年間）に基づく定額法

        によっております。

    ②無形固定資産

　　　(イ)ソフトウェア(自社利用分)

               同左

(ロ)商標権

　有効使用期間（10年）に基

　づく定額法によっておりま

　す。

(ロ)商標権

同左

③長期前払費用

社内における利用可能期間（２

～５年間）に基づく定額法に

よっております。

③長期前払費用

同左

④投資建物

定額法を採用しており、耐用年

数は４年であります。

 

―

(3) 重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

支出時に全額費用として処理し

ております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

同左

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等の特
定の債権については、個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②事業整理損失引当金

　絵画事業からの事業撤退に係

る取締役会決議に伴い当連結会

計年度末において今後発生が見

込まれる損失について、合理的

に見込まれる金額を計上してお

ります。

②事業整理損失引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっており
ます。

(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　　　―

(6) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっておりま

す。

(6) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。 同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんは0.7～15年で均等償却してお

ります。

　のれんは15年で均等償却しておりま

す。

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に満期日が到来する流動性
の高い短期投資からなっております。

同左
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会計処理の変更

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（企業結合に係る会計基準）

　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離会計基準に関する適用指針（企業会計基準適用

指針第10号　平成17年12月27日）を適用しております。

―

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８月11

日　実務対応報告第19号）を適用しております。前連結

会計年度において営業外費用の内訳として表示してい

た「新株発行費」は当連結会計年度より「株式交付

費」として表示する方法に変更しております。これによ

る損益に与える影響はありません。

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（連結貸借対照表）

１　　前連結会計年度において独立科目で掲記して　　

　　いた「前渡金」（当連結会計年度14,227千円）

　　については、資産総額の100分の５以下となった

　　ため、流動資産の「その他」に含めて表示して

　　おります。

　　

２　　前連結会計年度において独立科目で掲記して

　　いた「工具器具及び備品」（当連結会計年度

　　118,837千円）、「工具器具及び備品減価償却

　　累計額」（当連結会計年度△65,018千円）、

　　「車輌及び運搬具」（当連結会計年度1,524千

　　円）、「車輌及び運搬具減価償却累計額」（当連

　　結会計年度△1,524千円）については、資産総額の

　　100分の５以下となったため、有形固定資産の「そ

　　の他」に含めて表示しております。

　　

３　　前連結会計年度において独立科目で掲記して

　　いた「商標権」（当連結会計年度4,484千円）、

　　「ソフトウェア」（当連結会計年度52,069千円）

　　については、資産総額の100分の５以下となった

　　ため、無形固定資産の「その他」に含めて表示

　　しております。　　　　　　

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において独立科目で掲記していた「長

期貸付金」（当連結会計年度2,638千円）については、

資産総額の100分の５以下となったため、固定資産の

「その他」に含めて表示しております。　　　　　　
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追加情報

　　

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（第三者割当による新株式発行に関して）　

　平成19年６月11日開催の取締役会の決議により、下記

のとおり株主以外の者に対し、平成19年６月26日付で新

株式を発行いたしました。

１　第三者割当による新株式発行の目的

　　当社グループでは、主力事業への注力ならびに業

  績の黒字安定化を目指しており、その強化を図るこ

  とを目的としております。

２　第三者割当による新株式発行の概要

（１）発行新株式  　　　　　　　     当社普通株式

（２）発行株式数  　　　　　　　     40,000,000株

（３）払込金額  　　　　　　　     １株につき11円

（４）払込金額の総額 　　　　     金440,000,000円

（５）増加する資本金の額  　 　   １株につき5.5円

（６）増加する資本金の総額   　   金220,000,000円

（７）増加する資本準備金の額      １株につき5.5円

（８）増加する資本準備金の総額    金220,000,000円

（９）払込期日 　　　　　　  平成19年６月26日(火)

（10）新株式の割当を受ける者及び割当てる新株式の

      数

    ①割当先 　　

     （住　所） 大阪府豊中市緑丘１丁目30番13号

     （名　称） 新山　洋史

    ②割当てる新株式の数 　　　　　  40,000,000株

（11）新株式の継続所有の取決めに関する事項

       当社は、割当先より、割当新株式を２年以内に

      譲渡する場合には、その内容を当社に報告する

      旨の確約書を受け入れる予定です。

（12）前項各号については、証券取引法による届出の

      効力発生を条件とする。

（13）払込金額の決定

　　　 払込金額の算定方法は、平成19年５月21日から

      平成19年６月８日までの、東京証券取引所にお

      ける15営業日の当社普通株式の終値の平均11.53

      円の95.37％の１株あたり11円といたしました。

３　増資の日程

平成19年６月11日 新株式発行決議

平成19年６月11日 有価証券届出書提出

平成19年６月19日 有価証券届出書効力発生

平成19年６月26日　 払込期日

４　増資後の発行済株式総数の推移

現在の発行済株式総数 186,654,900株

ストックオプション未行使分
(発行日：平成15年11月27日)

1,396,000株

第９回新株予約権未行使分 50,000,000株

新株式発行 40,000,000株

増資後の発行済株式総数 278,050,900株

　　　※ 第４回新株予約権は一部行使、一部取得及び

　　　　 消却済

　　　※ 第５回新株予約権は全部行使完了済

　　　※ 第６回、第７回、第８回新株予約権は全部取

　　　　 得及び消却済

（重要な事業からの撤退について）

　１　その旨及び理由

  　当社は「事業の選択と集中による競争力の強化」

　を最重要テーマとして、また「美しさを創造する」　

　を企業コンセプトに事業を進めております。このよ

　うな状況の中、当社はさらに選択と集中を積極的に

　進め、既存事業でも今後の採算性や収益性が不透明

　であったり、企業コンセプトに合わない事業から完　

　全撤退することといたしました。

　２　撤退する事業の内容

 　(1) アート・ライフ事業

　　　大口契約の獲得や国内・海外オークションへの

　　出展、および上海にオープンした上海茂名画廊に

　　よる美術品の仕入・販売。

 　(2) アミューズメント事業

　　　当社の連結子会社である株式会社エヌディーサ

　　ービスが主となって推進しておりますアミューズ

　　メント機器の製造・販売およびファイナンス

 　(3) 映像DVD販売事業

　　　新規映像DVDの制作・販売。

 　(4) システムエンジニアリング事業

　　　リーズナブルな中国人労働力を活用した、日本

　　のソフトハウスに対しての優秀な中国人システム

　　エンジニアの提供。

 　(5) ウインド・パワー事業

 　　業務提携先の日本再生エネルギー株式会社が開発

　　した直線翼垂直水平軸型風車を用いた中型風力発　

　　電システムの部品調達・販売。

　３　撤退する事業の規模

　　　　　　　　　平成19年６月期 （単位：百万円）

売上高
売上

営業損失
構成比

アート・
39 0.91%287

ライフ事業

その他事業※ 48 1.11%152

　　※ 公表しております「その他事業」には、廃止す

       るアミューズメント事業、映像DVD販売事業、

       システムエンジニアリング事業、ウインド・パ

       ワー事業の他 に、アクア事業の数字が含まれ

       ております。　　

　４　撤退の時期

　　　平成19年９月30日をもって撤退しております。

　　但し、アート・ライフ事業に関しましては、美術

　　品在庫の処分が完了するまでは継続してまいりま

　　す。

　５　撤退が営業活動へ及ぼす重要な影響

　　　当期の業績に与える影響につきましては、アー

　　ト・ライフ事業は、当連結会計年度末に残ってい

　　る美術品在庫のうち、簿価を下回る販売見込み額

　　である2,409百万円を事業整理損失引当金として、

　　特別損失に計上することといたしました。また、

　　当社連結子会社である上海如徳利貿易有限公司に

　　ついては、関連会社株式評価損65百万円を特別損

　　失に計上することといたしました。
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前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　　　※ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債は

         平成19年３月28日発行中止。

　　　　 平成19年３月19日決議分新株式の発行につい

         ては平成19年４月３日発行中止。

５　増資の理由及び資金の使途等

（１）増資の理由

　　　事業の構築・拡大。

（２）増資調達資金の使途

　　　ホット・ヨガ事業における店舗拡充資金。

　　　その他事業 は、映像DVD販売事業における売掛

　　金117百万円、 前渡金14百万円、短期貸付金15百

　　万円、システムエンジニアリング事業における短

　　期貸付金20百万円に対する貸倒引当金、ウイン

　　ド・パワー事業における減損損失30百万円を特別

　　損失に計上することといたしました。

　　　　　　

（連結子会社エヌディーサービス全株式の譲渡につい

て）

　１　株式譲渡の理由

　　当社の連結子会社である株式会社エヌディーサー

　ビスは、アミューズメント施設から振り出される割

　賦手形に保険を付け、銀行で現金化してアミューズ

　メント機器を購入し、アミューズメント施設に納入

　するファイナンススキームと、株式会社エヌディー

　サービスが独自のアミューズメント機器を開発製造

　販売する製造販売スキームで、アミューズメント事

　業を展開してまいりました。

　　しかし、当社グループは経営資源の効率的な投下

　により事業基盤の整備と収益構造の強化を推し進め

　ており、アミューズメント事業を含めた５事業から

　撤退することといたしました。

　　そこで、株式会社エヌディーサービスと協議を重

　ねてまいりました結果、友好的な合意に至りました

　ので、当社が保有する同社の全株式を売却すること

　といたしました。

　２　売却する相手会社の名称

　　(1) 商号   インターワールド・テクノロジー・

　　　　　　　 コーポレーション

　  (2) 代表者 常任代理人　佐々木芳明

  ３　日程 

      平成19年９月３日  取締役会決議

　    平成19年９月３日  有価証券譲渡契約締結

　    平成19年９月28日  株式譲渡日

  ４　異動する子会社

　  (1) 商号   株式会社エヌディーサービス

　  (2) 代表者 代表取締役社長　佐々木芳明

　  (3) 所在地 東京都新宿区新宿１丁目３-12壱丁目

               参番館ビル５階

　  (4) 設立年月日 平成16年10月22日

　  (5) 主な事業内容 アミューズメント機器の製造販

                     売およびファイナンス

　  (6) 決算期　　６月末

　  (7) 従業員数　３名

　  (8) 資本金　　50,000,000円

　  (9) 株主構成  ニューディール株式会社　100％

  ５　譲渡株式数、譲渡価格および譲渡前後の所有株

      式の状況

　  (1) 異動前の所有株式数 

        1,000株 (所有割合100％)

　  (2) 譲渡株式数 1,000株

　　   　(譲渡金額50,000,000円)

　  (3) 異動後の所有株式数 0株　(所有割合0％)
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前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（資本金及び資本準備金の減少並びに剰余金処分につ

いて）

  １　資本金及び資本準備金減少の目的

　当社は、平成19年６月期決算において多額な損失計

上を行い、累積損失を解消するには、まだ期間を要す

ると見込まれます。そこで、会社法第447条第１項の規

定に基づく資本金減少と併せて、会社法第448条第１

項の規定に基づく資本準備金の取崩しによる損失補

填を行うことにより、累積損失を一掃し、株主の皆様

への早期復配の準備、また財務体質の早急な健全化を

図るものです。

  ２　減少する資本金及び資本準備金の額

　平成19年６月30日現在の資本金の額9,675,650,000

円のうち5,866,054,498円、及び資本準備金の額

220,000,000円全額を、それぞれ減少します。なお、減

少後の資本金の額は、3,809,595,502円、資本準備金の

額は０円となっております。

　３　資本金減少の方法

　資本金は発行済株式総数の変更を行わず、資本金の

額を無償で減少いたします。

  ４　剰余金処分の内容

　資本金及び資本準備金減少に伴い、その他資本剰余

金が増加しますが、全額繰越損失を補填いたしまし

た。

  ５　日程

　（１）取締役会決議日         平成19年８月28日

  （２）株主総会決議日         平成19年９月27日

  （３）債権者異議申述公告     平成19年10月10日

  （４）債権者異議申述最終期日 平成19年11月10日

  （５）減資の効力発生日       平成19年11月11日

 

(第三者割当により発行される新株予約権)

　平成19年12月10日開催の当社取締役会において、第

三者割当により発行される新株予約権の発行を決議

いたしました。

 

　新株予約権の発行の概要　

　(１)　新株予約権の名称

　  　　ニューディール株式会社 第10 回新株予約権

　(２)　新株予約権の目的たる株式の種類及び数

　　　　普通株式　　　　70,000,000 株

　　　　(新株予約権1個につき1,000,000株)

　(３)　新株予約権の発行金額

　　　　新株予約権1個につき100,000円

　　　　(1株につき0.1 円)

　(４)　割当日及び払込期日　　平成19 年12 月25 日

　(５)　新株予約権の行使の際の払込み金額

　　　　1 個につき7,000,000円　(1株につき　7 円)

　(６)　新株予約権の行使により発行する株式の資本

　　　　組入額　　1 株につき3.55 円

　(７)　募集の方法及び割当先

　　　　第三者割当の方法により、全てをＳ.Ｆ.Ｊ

　　　　第２号投資事業組合に割り当てる。

　(８)　行使請求期間

　　　　平成19年12月26日から平成21年12月25日
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前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　(９)　調達する資金の額　　　497,000,000円 

　(10)　調達する資金の具体的な使途 

　　　　当社の基盤事業である「ホット・ヨガ事業」 

　　　　の店舗のリニューアルを含めたスクラップ＆ 

　　　　ビルド等に充当。

　(11)　本新株予約権の譲渡制限

　　　　本新株予約権の譲渡については、取締役会の

　　　　承認を受けなければこれをすることができな

　　　　いものとする。

　(12)　本新株予約権の払込金額及びその行使に際し

　　　　て出資される財産の価額の算定理由

　　　　　当社は、本新株予約権の諸条件、最近の当

　　　　社普通株式の株価、当社普通株式の価格変動

　　　　性（ボラティリティ）等を前提に、割当先で

　　　　あるＳ.Ｆ.Ｊ第2号投資事業組合との資本提携

　　　　等により当社が享受する企業価値の増大を考

　　　　慮し、一般的な価格算定モデルであるモンテ

　　　　カルロ・シミュレーションまたはブラックシ

　　　　ョールズ・オプション・プライシング・モデ

　　　　ル等によらず、金100,000 円を本新株予約権

　　　　の1 個あたりの払込金額とした。また、本新

　　　　株予約権の行使に際して出資される財産の価

　　　　額は、490,000,000 円とした。

　　　　

（特定子会社の異動について）

　当社は、平成20年5月1日開催の取締役会において、当社

の連結子会社である株式会社ジャメリック・ジャパン

の全株式を譲渡することを決議いたしました。

　１　当該特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、

　　　資本金および事業の内容

　　(1) 商号  　　株式会社ジャメリック・ジャパン

　　(2) 本店所在地 東京都渋谷区神宮前３-39-５

　　(3) 代表者名   代表取締役社長　柴田敏一

　　(4) 資本金     30,000,000円

　　(5) 主な事業内容   

　　　　　　　　　アパレル製品の卸、販売、輸出入

　　　　　　　　　その他

　２　当該異動の前後における当社の所有に係る当該　

　　　特定子会社の議決権の数および当該特定子会社

　　　の総株主の議決権に対する割合

　　(1) 当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の

　　　　数

　　　　異動前　　　　　1,530個

　　　　異動後　　　　　　　0個

　　(2) 当該特定子会社の総株主の議決権に対する割

　　　　合

　　　　異動前　　　　　　 51％

　　　　異動後　　　　　　　0％
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前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

３　当該異動の理由およびその年月日 

　　(1) 当該異動の理由 

　　　　当社が「美しさを創造する」をコンセプトに 

　　　事業展開する中で、当社の連結子会社である株 

　　　式会社ジャメリック・ジャパンは、プレミア 

　　　ム・ジーンズの代名詞でもある

　　　「TRUE RELIGION （トゥルーレリジョン）」ブ

　　　ランドの日本総販売代理店として展開してまい

　　　りました。しかし、株式会社ジャメリック・ジ

　　　ャパンは、当期中間期においても、赤字の状態

　　　が続いており債務超過が解消されておりませ

　　　ん。また、当初予定しておりました流通網の確

　　　立が完全ではなく、更にTRUE RELIGION社への支

　　　払サイト変更による追加資金が必要な状況とな

　　　りました。そこで、「選択と集中」を目指す当

　　　社の方針に基づき、同社への継続支援を検討し

　　　た結果、当社にとってこれ以上のリスクの増大

　　　は、経営上回避すべきであると判断し、当社が

　　　保有する同社の全株式を有限会社IRインベスト

　　　メントに売却することで、友好的な合意に至り

　　　ました。 

　　(2)異動年月日　　平成20年５月１日

(第三者割当により発行される新株式及び新株予約権)

　平成20年６月４日開催の当社取締役会において、第三

者割当により発行される新株式及び新株予約権の発行

を決議いたしました。

　１　新株式の発行の概要

　(１)　発行新株式　　　　　　　当社普通株式

　(２)　発行株式数　　　　　　　50,000,000株

　(３)　払込金額　　　　　　　　１株につき6円

　(４)　払込金額の総額　　　　　金300,000,000円

　(５)　増加する資本金の額　　　１株につき3円

　(６)　増加する資本金の総額　　金150,000,000円

　(７)　増加する資本準備金の額　１株につき3円

　(８)　増加する資本準備金の総額　金150,000,000円

　(９)　払込期日           平成20年6月19日（木）

　(10)　新株式の割当を受ける者及び割当てる新株式

　　　　の数

　　　　　①割当先 　　

　　　　　　a（住　所）東京都中央区日本橋茅場町

　　　　　　　　　　一丁目４番５号ワナミビル５階

  　　　　　b（名　称）Ｓ.Ｆ.Ｊ第３号投資事業組合　

　　　　　② 割当てる新株式の数

　　　　　　50,000,000株

　(11)　新株式の継続所有の取決めに関する事項

　　　　当社は、割当先より、割当新株式を２年以内

　　　に譲渡する場合には、その内容を当社に報告す

　　　る旨の確約書を受け入れる予定です。

　(12)　払込金額の決定

　　　払込金額の算定方法は、平成20年５月26日から

　　　　平成20年６月３日までの、東京証券取引所に

　　　おける７営業日の当社普通株式の終値の平均6.2

　　　円の96.7％の１株あたり６円といたしました。
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前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　２　新株予約権の発行の概要　 

　(１)　新株予約権の名称 

　 　　ニューディール株式会社 第11 回新株予約権 

　(２)　新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

　　　　普通株式　　　　50,000,000 株 

　　　　(新株予約権1個につき1,000,000株) 

　(３)　新株予約権の発行金額 

　　　　新株予約権1個につき100,000円 

　　　　(1株につき0.1 円) 

　(４)　割当日及び払込期日　　平成20年６月19 日 

　(５)　新株予約権の行使の際の払込み金額 

　　　　１個につき6,000,000円　(1株につき６円) 

　(６)　新株予約権の行使により発行する株式の資本 

　　　　組入額　　１株につき３円 

　(７)　募集の方法及び割当先 

　　　　第三者割当の方法により、全てをＡＩＦＧ株 

　　　　式会社に割り当てる。 

　(８)　行使請求期間 

　　　　平成20年６月20日から平成22年６月19日 

　(９)　調達する資金の額　　　305,000,000円 

　(10)　調達する資金の具体的な使途 

　　　　返済資金及び運転資金等に充当。 

　(11)　本新株予約権の譲渡制限 

　　　　本新株予約権の譲渡については、取締役会の 

　　　　承認を受けなければこれをすることができな 

　　　　いものとする。

　(12)　本新株予約権の払込金額及びその行使に際し

　　　　て出資される財産の価額の算定理由

　　　　　当社は、本新株予約権の諸条件、最近の当

　　　　社普通株式の株価、当社普通株式の価格変動

　　　　性（ボラティリティ）等を前提に、一般的な

　　　　価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュ

　　　　レーションまたはブラックショールズ・オプ

　　　　ション・プライシング・モデル等を用いた場

　　　　合、発行価額は株価の５％から30％程度に計

　　　　算されるのが通常であることを考慮し、割当

　　　　先であるＡＩＦＧ株式会社と協議いたしまし

　　　　た結果、新株予約権による資金調達を最優先

　　　　に考えることとし、金100,000円を本新株予約

　　　　権の１個あたりの払込金額とした。また、本

　　　　新株予約権の行使に際して出資される財産の

　　　　価額は、平成20年５月26日から平成20年６月

　　　　３日までの、東京証券取引所における７営業

　　　　日の当社普通株式の終値の平均6.2円の96.7％

　　　　の１株あたり６円とし、新株予約権１個あた

　　　　り6,000,000円とした。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

※1　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式）　　　　　      0千円

※1　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式）　　　　　       0千円

※2　担保に供している資産

(イ) 担保に供している資産

   たな卸資産　　　　　　　　 571,428千円

   投資建物　　　　　　　　　　77,033千円

   投資土地　　　　　　　　　 703,672千円

           　　　　　　　　 1,352,133千円

(ロ) 上記に対応する債務

   短期借入金　　　　　　　　 600,000千円

※2　担保に供している資産

(イ) 担保に供している資産

   たな卸資産　　　　　　　　 344,736千円

 

 

 　　　　　　

(ロ) 上記に対応する債務

   短期借入金　　　　　　　　 100,000千円

 

 ３ 手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高　　　　　　　　 25,410千円

受取手形裏書譲渡高　　　　　　 19,800千円

 ３ 手形割引高及び裏書譲渡高

　　　　　　　－
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

給与手当 424,352千円

地代家賃 870,254千円

貸倒引当金繰入額 569,900千円

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

給与手当 558,843千円

地代家賃 935,521千円

貸倒引当金繰入額 38,742千円

※2　－ ※2　前期損益修正益

保証金償却 10,388千円

※3　 事業整理損失引当金繰入額

たな卸資産 2,409,063千円

アート・ライフ事業からの事業撤退に係る取締

役会決議に伴い、当連結会計年度末において、今

後発生が見込まれる絵画在庫の処分損失等

2,409,063千円を計上しております。

※3　 －

 

※4　－

 
※4　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 334,855千円

工具器具及び備品 8,045千円

342,900千円

※5　－ ※5　関係会社株式及び債権売却損

株式会社ジャメリック・ジャパン

　
312,834千円
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　 前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※6  減損損失

　　当連結会計年度において当社グループは以下の資産に
ついて減損損失を計上しております。
場所 用途 種類 金額(千円)

本社
その他事業

長期前払費用 30,555（ウインド・パ
ワー事業）

大宮店
ホット・ヨガ
事業

建物及び
構築物

42,279

工具器具
及び備品

375

横浜店
ホット・ヨガ
事業

建物及び
構築物

26,746

工具器具
及び備品

425

柏店
ホット・ヨガ
事業

建物及び
構築物

29,251

工具器具
及び備品

465

川崎店
ホット・ヨガ
事業

建物及び
構築物

36,139

工具器具
及び備品

318

㈱エヌ
ディー
サービ
ス

アミューズ
メント事業

建物及び
構築物

4,866

工具器具
及び備品

1,941

車両及び
運搬具

876

上海如
徳利貿
易有限
公司

アート・ライフ

事業

建物及び
構築物

1,615

上海西
友信息
技術有
限公司

のれん相当額 のれん相当額 9,098

　当社グループは、原則として、事業の種類別にホッ

ト・ヨガ事業、アートライフ事業、リアル・エステー

ト事業、アミューズメント事業、セレブ・ファッショ

ン事業及びその他事業にグルーピングしておりま

す。但し、ホット・ヨガ事業については、店舗別にグ

ルーピングしております。

　グルーピングの単位である各事業において、その他

事業のうちウインド・パワー事業については、前連

結会計年度までの過去３年間赤字であり、当事業年

度も黒字化が達成できず、今後も黒字化の見通しが

立たなくなったため、長期前払費用の帳簿価額を回

収可能価額まで減額しております。

　ホット・ヨガ事業部４店舗については、前連結会計

年度までの過去２年間赤字であり、当連結会計年度

も黒字化が達成できず、今後も黒字化の見通しが立

たなくなったため建物及び構築物並びに工具器具及

び備品の帳簿価額を回収可能価額まで減額しており

ます。

※6　－
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　 前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　アミューズメント事業については、前連結会計年度

までの過去２年間赤字であり、当連結会計年度も黒

字化が達成できず、今後も黒字化の見通しが立たな

くなったため建物付属設備、工具器具及び備品及び

車両及び運搬具の帳簿価額を回収可能価額まで減額

しております。　

　上海西友信息技術有限公司に係るのれん相当額に

ついては、取得時に検討した事業計画において、当初

想定した収益が見込めなくなったため、のれん相当

額を回収可能価額まで減額しております。

　上海如徳利貿易有限公司の所有する建物及び構築

物については、遊休状態であり、今後使用する見込み

がないため、当該帳簿価額を回収可能価額まで減額

しております。

　以上より、当該減少額 の合計額(184,956千円) を

減損損失として特別損失に計上しております。 

　当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収

可能価額は正味売却価額及び使用価値であります。

正味売却価額については、売却可能価額により算定

しており、使用価値については、将来のキャッシュ・

フローを５%で割り引いて算定しております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自平成18年７月１日　至平成19年６月30日）

１．発行済株式に関する事項

前連結会計
増加 減少

当連結会計
年度末 年度末

普通株式(株) 186,654,90040,000,000 － 226,654,900

(注)1. 普通株式の発行済株式総数の増加40,000,000株は下記による増加であります。
　平成19年６月26日実施の第三者割当増資の新株式発行40,000,000株によるものであります。

　　　　
２．自己株式に関する事項

前連結会計
増加 減少

当連結会計
年度末 年度末

普通株式(株) 3 － － 3

　　　　　

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権の 新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
目的となる 前連結会計 当連結会計 当連結会計 当連結会計 年度末残高
株式の種類 年度末 年度増加 年度減少 年度末 （千円）

提出会社

ストック・
普通株式 1,396,000 － － 1,396,000 －

オプション

第４回新株
普通株式 18,000,000 － 18,000,000 － －

予約権

第７回新株
普通株式 30,000,000 － 30,000,000 － －

予約権

第８回新株
普通株式 － 50,000,00050,000,000 － －

予約権

第９回新株
普通株式 － 50,000,000 － 50,000,0005,000

予約権

合計 49,396,000100,000,00098,000,00051,396,0005,000

(注)1. 新株予約権の内訳のストック・オプションは、平成14年11月28日開催の臨時株主総会決議分であり
ます。

2. 第４回及び第７回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の無償消却によるものでありま
す。

3. 第８回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。
4. 第８回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の無償消却によるものであります。
5. 第９回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。
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当連結会計年度（自平成19年７月１日　至平成20年６月30日）

１．発行済株式に関する事項

前連結会計
増加 減少

当連結会計
年度末 年度末

普通株式(株) 226,654,900114,000,000 － 340,654,900

　(注)　普通株式の発行済株式総数の増加114,000,000株は下記による増加であります。
　　　　　1．第10回新株予約権の行使による70,000,000株　　　　　2．第三者割当増資による24,000,000株　　　　　3．第11回新株予約権の行使による20,000,000株　　　　　　　

２．自己株式に関する事項

前連結会計
増加 減少

当連結会計
年度末 年度末

普通株式(株) 3 － － 3

　　　　　　　

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権の 新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
目的となる 前連結会計 当連結会計 当連結会計 当連結会計 年度末残高
株式の種類 年度末 年度増加 年度減少 年度末 （千円）

提出会社

ストック・
普通株式 1,396,000 － － 1,396,000 －

オプション

第９回新株
普通株式 50,000,000 － 50,000,000 － －

予約権

第10回新株
普通株式 － 70,000,00070,000,000 － －

予約権

第11回新株
普通株式 － 50,000,00020,000,00030,000,0003,000

予約権

合計 51,396,000120,000,000140,000,00031,396,0003,000

(注)1. 新株予約権の内訳のストック・オプションは、平成14年11月28日開催の臨時株主総会決議分であり
ます。

2. 第９回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の無償消却によるものであります。
3. 第10回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。
4. 第10回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。
5. 第11回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。
6. 第11回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※1　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成19年６月30日現在)

現金及び預金勘定 378,448千円

現金及び現金同等物 378,448千円

※1　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成20年６月30日現在)

現金及び預金勘定 78,041千円

現金及び現金同等物 78,041千円

※2　－

 
※2　連結子会社ではなくなった会社の資産及び負債の主

な内訳

　　株式会社ジャメリック・ジャパン

　　　　　　　　　　　　（平成20年６月30日現在）

流動資産 704,073千円

固定資産 60,958千円

　資産合計 765,032千円

流動負債 790,294千円

　負債合計 790,294千円

　株式会社ジャメリック・

　ジャパン株式の売却価額
－

株式会社ジャメリック・ジャパン

の現金及び現金同等物
5,114千円

　差引：株式会社ジャメリック

　・ジャパン売却による支出
△5,114千円

    

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

１年以内 12,203千円

１年超 45,363千円

合計 57,567千円

オペレーティング・リース取引

　　　　　　　　　　　－

　

(有価証券関係)

前連結会計年度（平成19年6月30日現在）

１　時価評価されていない主な有価証券の内容

区　　分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

　　非上場株式 0

合　　計 0

　

当連結会計年度（平成20年6月30日現在）

１　時価評価されていない主な有価証券の内容

区　　分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

　　非上場株式 0

合　　計 0

　

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
　

(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

　　繰越欠損金 3,188,776千円

　　減価償却費 206,137千円

　　貸倒引当金 1,169,663千円

　　貸倒損失 1,161,637千円

　　事業整理損失引当金 1,000,836千円

　　関係会社株式評価損 72,209千円

　　その他 11,331千円

　　繰延税金資産小計 6,810,591千円

　　評価性引当額 △6,810,591千円

　　繰延税金資産合計 －千円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

　　繰越欠損金 4,296,527千円

　　減価償却費 206,137千円

　　貸倒引当金 1,234,141千円

　　貸倒損失 1,226,114千円

　　事業整理損失引当金 955,093千円

　　関係会社株式評価損 72,209千円

　　その他 11,331千円

　　繰延税金資産小計 8,001,556千円

　　評価性引当額 △8,001,556千円

　　繰延税金資産合計 －千円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異については、税金等調整前当期純損失

が計上されているため記載しておりません。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　　　　　　同左
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)　ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役５名

当社の監査役３名

当社の従業員７名

株式の種類及び付与数 普通株式　1,396,000株

付与日 平成15年11月27日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成15年12月22日～平成20年６月30日

(2)　ストック・オプションの規模及び変動状況

①　ストック・オプションの数　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

権利確定前

期首 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後

期首 1,396,000

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 1,396,000

　（注） 平成16年２月１日付で当社普通株式１株を1,000株に分割したこと及び平成17年７月１日付で当社株

式10株を１株に併合したことに伴い、ストック・オプションの数が調整されております。

　

②　単価情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

権利行使価額 87.54

行使時平均株価 －

付与日における公正な評価単価 －

　（注） 平成16年２月１日付で当社普通株式１株を1,000株に分割したこと及び平成17年７月１日付で当社株

式10株を１株に併合したことに伴い、権利行使価額が調整されております。
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当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)　ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役３名

当社の監査役３名

当社の従業員７名

株式の種類及び付与数 普通株式　1,396,000株

付与日 平成15年11月27日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成15年12月22日～平成20年６月30日

(2)　ストック・オプションの規模及び変動状況

①　ストック・オプションの数　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

権利確定前

期首 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後

期首 1,396,000

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 1,396,000

　（注） 平成16年２月１日付で当社普通株式１株を1,000株に分割したこと及び平成17年７月１日付で当社株

式10株を１株に併合したことに伴い、ストック・オプションの数が調整されております。

　

②　単価情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

権利行使価額 87.54

行使時平均株価 －

付与日における公正な評価単価 －

　（注） 平成16年２月１日付で当社普通株式１株を1,000株に分割したこと及び平成17年７月１日付で当社株

式10株を１株に併合したことに伴い、権利行使価額が調整されております。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

事業譲受

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法　　　

　　　的形式、結合後企業の名称及び取得した議決権比率

(1) 事業を譲受けた企業の名称及び事業の内容

    　アートコム株式会社　　ホットヨガ事業

(2) 企業結合を行った主な理由

当社は、「美しさを創造する」をコンセプトに、基幹事業であるホット・ヨガ事業に注力して

参りました。現在、関東を中心に23店舗（ホットヨガ スタジオ ReU（リュウ）６店舗、ホットヨ

ガ サロン LUBIE（ラビエ）14店舗、ホットヨガ スタジオ O（オー）３店舗）を展開しており、

今後も未進出エリアへの店舗開発を促進し、新規顧客の獲得により、さらなる業績拡大を目指し

ております。

　また、当社は「日本最大のホットヨガチェーン」の形成を最終目標とし、新規店舗開発だけでな

く、他社経営の既存店舗買収等も視野に入れた拡大計画を策定しております。この度、西日本地区

にて重点的にホットヨガスタジオを展開されているアートコム株式会社から、ホットヨガスタジ

オを売却して、本業である絵画事業に経営資源を集中させたいとの申し出があり、両社の思惑が

一致したため、ホットヨガ スタジオ O（オー）全店舗を譲り受けることになりました。

(3) 企業結合日

平成18年８月16日　ホットヨガ スタジオ O（オー）３店舗

平成19年１月１日　ホットヨガ スタジオ O（オー）16店舗

(4) 企業結合の法的形式

事業譲受

(5) 結合後企業の名称

ニューディール株式会社　ホット・ヨガ事業部

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　平成18年８月16日から平成19年６月30日まで（３店舗）

　平成18年８月16日から平成19年６月30日まで（３店舗）

３．取得した事業の取得原価及びその内容

　取得に直接要した支出

取得の対価

（平成18年８月16日） （平成19年１月１日）

商品 783千円 4,709千円

建物附属設備 108,354千円 661,329千円

工具器具備品  7,142千円 20,358千円

ソフトウェア 18,277千円 5,591千円

のれん 40,393千円 404,846千円

敷金保証金 75,048千円 245,164千円

取得に要した費用 －千円 －千円

取得原価 250,000千円 1,342,000千円
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４．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

(1) のれんの金額

（平成18年８月16日） （平成19年１月１日）

40,393千円 404,846千円

(2) 発生原因

　　ホット・ヨガ事業部の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的な見

　　　積りにより発生したものであります。

(3) 償却の方法及び償却期間

0.7年～15年間で均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳

(1) 資産の額

（平成18年８月16日） （平成19年１月１日）

流動資産 783千円 4,709千円

固定資産 208,823千円 932,443千円

合計  209,606千円 937,153千円

(2) 負債の額

（平成18年８月16日） （平成19年１月１日）

流動負債 －千円 －千円

固定負債 －千円 －千円

合計 －千円 －千円

６．企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針

　該当事項はありません。

７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

　該当事項はありません。

８．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益

　　　計算書に及ぼす影響の概算額

　売上高及び損益情報

（平成18年８月16日） （平成19年１月１日）

売上高 245,095千円 1,048,141千円

営業損益 44,396千円 △96,893千円

概算額の算定方法及び重要な前提条件

企業結合が当連結会計年度開始日に完了したと仮定して、売上高及び損益情報を計算してお

ります。なお、当該注記については監査を受けておりません。

　

当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

（単位：千円）

ホット・

ヨガ事業

アート・

ライフ事業

リアル・

エステイト

事業

セレブ・

ファッション

事業

その他事業 計
消去又は

全社
　連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1)外部顧客に対する

　 売上高
2,047,50439,346834,6921,378,73845,3844,345,667 － 4,345,667

(2)セグメント間の内部

　 売上高又は振替高
－ － － － 3,041 3,041(3,041) －

計 2,047,50439,346834,6921,378,73848,4264,348,709(3,041)4,345,667

営業費用 2,452,727326,453766,2691,558,142200,9435,304,5361,028,1286,332,664

営業利益又は

営業損失(△)
△405,222△287,10668,422△179,403△152,516△955,826(1,031,170)△1,986,996

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出

　 資産 2,938,8273,129,2571,706,854753,195126,2058,654,34050,8588,705,198

　 減価償却費 274,5984,891 － 5,367 18,830303,6873,633307,320

   減損損失 136,0021,615 － － 47,338184,856 － 184,956

　 資本的支出 1,226,7662,021 70,48034,588 － 1,333,8571,8271,335,684

(注)1. 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

2. 各事業区分の主な内容

　(1) ホット・ヨガ事業・・・・・・ホット・ヨガスタジオの運営

　(2) アート・ライフ事業・・・・・絵画および関連商品の販売

　(3) リアル・エステイト事業・・・不動産の売買、賃貸、仲介

　(4) セレブ・ファッション事業・・アパレル製品の卸、販売、輸出入および新規アパレル

　　　　　 ブランドの企画・立案

　(5) その他事業・・・・・・・・・アクア事業、アミューズメント事業、

　　　　　 ウインド・パワー事業、システムエンジニアリング事業、

　　　　 映像ＤＶＤ販売事業

3．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,052,010千円）の主なもの

は、経営管理に係る費用であります。

4. 事業区分の変更

　(1) 当連結会計年度に新たに子会社を設立したこと等に伴い、セレブ・ファッション事業を事業

　　　　 区分に新規追加しております。

　(2) 前連結会計年度までに事業区分に含めていた映像ＤＶＤ販売事業については、当該事業の縮

　　   　小に伴い、当連結会計年度よりその他事業に含めております。

　(3) 第３四半期連結会計期間までに事業区分に含めていたアミューズメント事業については、２　　　

　    　 期連続売上計上無く、撤退方針に伴い当第４四半期連結会計期間よりその他事業に含めてお

　　　　 ります。

　(4) 上記変更の結果、当連結会計年度における「その他事業」の売上高に与える影響はありませ

      　 ん。また、同事業の営業費用が従来の方法に比べて71,311千円増加しております。

　　   なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法

         により区分すると次のようになります。
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前連結会計年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)

（単位：千円）

ホット・

ヨガ事業

アート・

ライフ事業

リアル・

エステイト事

業

その他事業 計
消去又は

全社
　連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1)外部顧客に対する

　 売上高
877,5152,113,3281,240,63557,6614,289,141 － 4,289,141

(2)セグメント間の内部

　 売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 877,5152,113,3281,240,63557,6614,289,141 － 4,289,141

営業費用 921,3081,745,404639,292127,9633,433,968889,7464,323,715

営業利益又は

営業損失(△)
△43,792 367,924601,343△70,302 855,172△889,746△34,573

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出

　 資産 999,3324,402,5492,454,3671,159,7339,015,983260,2759,276,258

　 減価償却費 62,755 4,210 － 6,164 73,131 4,068 77,199

   減損損失 － － － 292,984292,984 － 292,984

　 資本的支出 696,192 6,985 － 80,275 783,453 223 783,677
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当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

（単位：千円）

ホット・

ヨガ事業

セレブ・

ファッション事

業

その他事業 計
消去又は

全社
　連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1)外部顧客に対する売上高 2,243,8401,160,369111,2873,515,497 － 3,515,497

(2)セグメント間の内部

　 売上高又は振替高
－ － 5,993 5,993 (5,993) －

計 2,243,8401,160,369117,2813,521,491(5,993)3,515,497

営業費用 2,744,8181,208,338238,0954,191,252660,8254,852,077

営業損失 500,978 47,969 120,814669,761(666,818)1,336,580

Ⅱ 資産、減価償却費

及び資本的支出

　 資産 1,956,341 0 2,896,8424,853,184289,8285,143,013

　 減価償却費 267,397 4,553 17,558 289,509 3,468 292,978

　 資本的支出 26,493 0 54,474 80,967 3,475 84,442

(注)1. 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

2. 各事業区分の主な内容

　(1) ホット・ヨガ事業・・・・・・ホット・ヨガスタジオの運営

　(2) セレブ・ファッション事業・・アパレル製品の卸、販売、輸出入および新規アパレル

　　　　　 ブランドの企画・立案

　(3) その他事業・・・・・・・・・アート・ライフ事業、リアル・エステイト事業、

　　　　　 アクア事業、システムエンジニアリング事業

3．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（680,173千円）の主なものは、

経営管理に係る費用であります。

4．前連結会計年度までに事業区分に含めていたアート・ライフ事業及びリアル・エステイト事業

については、当該事業の縮小に伴い、当連結会計年度よりその他事業に含めております。
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 【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　
日本
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

3,632,866706,520 6,2804,345,667 － 4,345,667

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は振替高

－ 760,028 － 760,028(760,028) －

計 3,632,8661,466,5496,2805,105,696(760,028)4,345,667

営業費用 5,405,1841,587,443100,0657,092,693(760,028)6,332,664

営業損失 1,772,317120,89493,7841,986,996 (－) 1,986,996

Ⅱ 資産 8,340,743385,306 2,4588,728,508(23,309)8,705,198

（注）1　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 2　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　（1）北米・・・・米国

　（2）アジア・・・中国

 3　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は760,028千円であり、その主なもの

は、経営管理に係る費用であります。

 4　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は23,309千円であり、管理部門に係る資産及び為替

換算調整勘定であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

　
日本
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

3,041,826473,6713,515,497 － 3,515,497

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は振替高

－ 456,513 456,513(456,513) －

計 3,041,826930,1853,972,011(456,513)3,515,497

営業費用 4,315,806992,7855,308,591(456,513)4,852,077

営業損失 1,273,98062,6001,336,580 (－) 1,336,580

Ⅱ 資産 4,853,184 － 4,853,184289,8285,143,013

（注）1　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 2　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　  北米・・・・米国

 3　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は456,513千円であり、その主なもの

は、経営管理に係る費用であります。

 4　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は289,828千円であり、管理部門に係る資産及び為替

換算調整勘定であります。
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　【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

北米 アジア 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 706,520 6,280 712,801

Ⅱ　連結売上高(千円) － － 4,345,667

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

16.3 0.1 16.4

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　（1）北米・・・・米国

　（2）アジア・・・中国

 ３ 海外売上高は、当社及び当社連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　　

当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

北米 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 473,671 473,671

Ⅱ　連結売上高(千円) － 3,515,497

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

13.5 13.5

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　  北米・・・・米国

 ３ 海外売上高は、当社及び当社連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事 業 上
の関係

主要株主
（個人）
及びその
近親者が
議決権の
過半数を
所有して
いる会社
等(当該会
社等の子
会社を含
む)

株式会社
日月会
(注2-a)
(注2-f)

東京都
中央区

10,000

美術品
オーク
ション
の主催

なし なし
商品の
販売及
び仕入

絵画関連
商品の販
売
(注2-b）

15,398売掛金 －

絵画販売
のコンサ
ルタント
(注2-c)

21,714未払金 6,100

主要株主
（個人）
及びその
近親者が
議決権の
過半数を
所有して
いる会社
等(当該会
社等の子
会社を含
む)

グローバ
ルカード
サービス
株式会社
(注2-a)

東京都
新宿区

98,000

クレ
ジット
カード
業

なし なし
カード
決済代
行

カード決
済代金

588,971売掛金 35,445

カード支
払手数料
(注2-d)

36,700 － －
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属性
会社等
の名称

住所

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事 業 上
の関係

主要株主
（個人）
及びその
近親者が
議決権の
過半数を
所有して
いる会社
等(当該会
社等の子
会社を含
む)
 

アート
コム
株式会社
(注2-e)
(注2-f)

大阪市
北区

460,000

美術品の
販売・
ホットヨ
ガスタジ
オの運営

なし なし

商品の
仕入・
販売、
ホット
ヨガス
タジオ
の譲受
け

絵画関連
商品の販
売
(注2-b)

50,000前受金 50,000

絵画関連
商品の保
管料
(注2-g)

3,300未収入金 300

ホットヨ
ガスタジ
オ・オー
の商標使
用料
(注2-h)

28,327売掛金 9,959

ホットヨ
ガスタジ
オ・オー
の運営受
託料
(注2-h)

38,293売掛金 11,506

ホットヨ
ガスタジ
オ・オー
の立替経
費
(注2-h)

111,241立替金 111,241

ホットヨ
ガスタジ
オ・オー
の譲受
(注2-i)

1,592,000未払金 494,500

ホットヨ
ガスタジ
オ・オー
のレッス
ン未消化
分の譲受
(注2-i)

192,364未収入金 110,864

ホットヨ
ガスタジ
オ・オー
の運営委
託料及び
立替経費
(注2-h)

66,329未払金 66,329

(注)1　取引金額には消費税等を含んでおりません。

2　取引条件及び取引条件の決定方針等
a．新山洋史氏（当社株式の27.6％を直接所有する主要株主）が議決権の100％を直接所有し
　 ております。
b．絵画関連商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定して
　 おります。
c．絵画販売のコンサルタントについては、所定の社内手続きに基づきコンサルタント業務
   契約書を締結いたしました。
d．カード支払手数料については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定して
　 おります。
e．新山洋史氏（当社株式の27.6％を直接所有する主要株主）が議決権の77％を直接所有し
   ております。
f．株式会社日月会とアートコム株式会社は、両社間で絵画の販売等の取引をしております
　 が、その取引は当社とは関係ございません。
g．絵画関連商品の保管料については、所定の社内手続きに基づき商品保管契約書を締結い
　 たしました。
h．ホットヨガスタジオ・オーの商標使用料、運営受託料、立替経費並びに運営委託料及び
　 立替経費については、所定の社内手続きに基づき業務委託基本契約書を締結いたしまし
   た。
i．ホットヨガスタジオ・オーの譲受及びレッスン未消化分の譲受については、所定の社内
　 手続きに基づき事業譲渡契約書を締結いたしました。
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当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり純資産額 16円70銭１株当たり純資産額 5円04銭

１株当たり当期純損失 28円94銭１株当たり当期純損失 11円71銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

(注) 1. １株当たりの当期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり当期純損失

当期純損失(千円) 5,418,153 2,889,618

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式にかかる当期純損失(千円) 5,418,153 2,889,618

期中平均株式数(株) 187,210,453 246,870,667

     2. １株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

前連結会計年度
平成19年６月30日現在

当連結会計年度
平成20年６月30日現在

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,858,417 1,718,537

普通株式に係る純資産額（千円） 3,783,121 1,715,537

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株
当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
に係る連結会計年度末の純資産額との差額
（千円）

　　　新株予約権 5,000 3,000

　　　少数株主持分 70,295 －

普通株式の発行済株式数（株） 226,654,900 340,654,900

普通株式の自己株式数（株） 3 3

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

226,654,897 370,654,897
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（重要な事業からの撤退について）

1. その旨及び理由

　当社は「事業の選択と集中による競争力の強化」を最

重要テーマとして、また「美しさを創造する」を企業コ

ンセプトに事業を進めております。このような状況の

中、当社はさらに選択と集中を積極的に進め、既存事業

でも今後の採算性や収益性が不透明であったり、企業コ

ンセプトに合わない事業から完全撤退することといた

しました。

2. 撤退する事業の内容

(1) アート・ライフ事業

　　　大口契約の獲得や国内・海外オークションへの

　　出展、および上海にオープンした上海茂名画廊に

　　よる美術品の仕入・販売。

(2) アミューズメント事業

　　　当社の連結子会社である株式会社エヌディーサ

　　ービスが主となって推進しておりますアミューズ

　　メント機器の製造・販売およびファイナンス。

(3) 映像DVD販売事業

　　　新規映像DVDの制作・販売。

(4) システムエンジニアリング事業

　　　リーズナブルな中国人労働力を活用した、日本

　　のソフトハウスに対しての優秀な中国人システム

　　エンジニアの提供。

(5) ウインド・パワー事業

　　　業務提携先の日本再生エネルギー株式会社が開

　　発した直線翼垂直水平軸型風車を用いた中型風力

　　発電システムの部品調達・販売。

（新株予約権の行使について）

　平成20年７月１日以降、下記のとおり、第11回新株予約

権の行使がありました。     

・平成20年７月24日

　　新株予約権の数　　　　 20個

　　発行する株式の種類及び数

　　                       普通株式20,000,000株

　　１株当たり払込金額　　 ６円

　　合計払込金額　         120,000,000円

　　新株予約権の発行価額   2,000,000円

　　増加した資本金 　      61,000,000円

　　増加した資本準備金     61,000,000円

            

・平成20年8月14日

　　新株予約権の数　　　　 ５個

　　発行する株式の種類及び数

　　                       普通株式5,000,000株

　　１株当たり払込金額　　 ６円

　　合計払込金額　         30,000,000円

　　新株予約権の発行価額   500,000円

　　増加した資本金 　      15,250,000円

　　増加した資本準備金     15,250,000円

            

・平成20年9月1日

　　新株予約権の数　　　　 ５個

　　発行する株式の種類及び数

　　                       普通株式5,000,000株

　　１株当たり払込金額　　 ６円

3. 撤退する事業の規模

　 平成19年６月期　　　　　　　　　

                                 （単位：百万円）

売上高 売上構成比 営業損失

アート・ライフ
事業

39 0.91% 287

その他事業※ 48 1.11% 152

※  公表しております「その他事業」には、廃止するア

    ミューズメント事業、映像DVD販売事業、システム

    エンジニアリング事業、ウインド・パワー事業の他

    に、アクア事業の数字が含まれております。

　　合計払込金額　 　　　　30,000,000円 

　　新株予約権の発行価額 　500,000円 

　　増加した資本金　　　　 15,250,000円 

　　増加した資本準備金 　　15,250,000円

(第三者割当により発行される新株式及び新株予約権) 

　平成20年８月28日開催の当社取締役会において、第三者

割当により発行される新株式及び新株予約権の発行を決

議いたしました。 

　１　新株式の発行の概要 

　(１)　発行新株式　　　　　　　当社普通株式 

　(２)　発行株式数　　　　　　　150,000,000株 

4. 撤退の時期

    平成19年9月30日を撤退予定期日としております。

   但し、アート・ライフ事業に関しましては、美術品

   在庫の処分が完了するまでは継続の予定です。

　(３)　払込金額　　　　　　　　１株につき５円 

　(４)　払込金額の総額　　　　　金750,000,000円 

　　（注） 発行価額の総額は、上記発行価額×発行新

　　　　　株式数を表示しておりますが、本募集株式の

　　　　　対価となる財産は不動産であり、当該財産

　　　　　の価額は750,000,000円となります。

5. 撤退が営業活動へ及ぼす重要な影響

    当期の業績に与える影響につきましては、平成19

　年８月28日発表の「特別損失の発生及び中間期・通

　期業績予想の修正に関するお知らせ」に記載の通り

　であります。

　(５)　増加する資本金の額　　　１株につき2.5円

　(６)　増加する資本金の総額　　金375,000,000円 

　(７)　増加する資本準備金の額　１株につき2.5円 

　(８)　増加する資本準備金の総額　金375,000,000円 

　(９)　払込期日 平成20年９月16日（火） 
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　 前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（連結子会社エヌディーサービス全株式の譲渡につい

て）

１　株式譲渡の理由

　当社の連結子会社である株式会社エヌディーサービス

は、アミューズメント施設から振り出される割賦手形に

保険を付け、銀行で現金化してアミューズメント機器を

購入し、アミューズメント施設に納入するファイナンス

スキームと、株式会社エヌディーサービスが独自のア

ミューズメント機器を開発製造販売する製造販売ス

キームで、アミューズメント事業を展開してまいりまし

た。

　しかし、当社グループは経営資源の効率的な投下によ

り事業基盤の整備と収益構造の強化を推し進めており、

平成19年８月28日に発表しましたように、アミューズメ

ント事業を含めた５事業から撤退することといたしま

した。

　そこで、株式会社エヌディーサービスと協議を重ねて

まいりました結果、友好的な合意に至りましたので、当

社が保有する同社の全株式を売却することといたしま

した。

２　売却する相手会社の名称

　(1) 商号 　インターワールド・テクノロジー・

　　　　　　 コーポレーション

  (2) 代表者 常任代理人　佐々木芳明

３　日程

　　平成19年９月３日　取締役会決議

　　平成19年９月３日　有価証券譲渡契約締結

　　平成19年９月28日　株式譲渡日（予定）

４　異動する子会社

　(1) 商号　　　　　株式会社エヌディーサービス

　(2) 代表者　　　　代表取締役社長　佐々木芳明

　(3) 所在地　　　　東京都新宿区新宿1丁目3-12　

　　　　　　　　　　壱丁目参番館ビル5階

　(4) 設立年月日　　平成16年10月22日

　(5) 主な事業内容　アミューズメント機器の製造販

　　　　　　　　　　売およびファイナンス

　(6) 決算期　　　　６月末

　(7) 従業員数　　　３名

　(8) 資本金　　　　50,000,000円

　(9) 株主構成　　　ニューディール株式会社　100％

５　譲渡株式数、譲渡価格および譲渡前後の所有株式

　　の状況

　(1) 異動前の所有株式数 1,000株　(所有割合100％)

　(2) 譲渡株式数 1,000株 　(譲渡金額50,000,000円)

　(3) 異動後の所有株式数 0株　(所有割合0％)

　(10)　新株式の割当を受ける者及び割当てる新株式 

　　　　の数 

　　　　①割当先 　　 

　　　　　a（住　所）東京都豊島区東池袋五丁目50番

　　　　　　　　　　 ６号 

　　　　　b（名　称）株式会社ジェネシスダイナミク

                     ス

　　　　② 割当てる新株式の数　　　150,000,000株 

　(11)　新株式の継続所有の取決めに関する事項 

　　　　当社は、割当先より、割当新株式を２年以内 

　　　に譲渡する場合には、その内容を当社に報告す 

　　　る旨の確約書を受け入れる予定です。 

　(12)　払込金額の決定 

　　　払込金額の算定方法は、平成20年８月19日から 

　　　　平成20年８月27日までの、東京証券取引所に 

　　　おける７営業日の当社普通株式の終値の平均

      4.71円の105.5％の１株あたり５円といたしまし

      た。 

　２　新株予約権の発行の概要　 

　(１)　新株予約権の名称 

　 　　ニューディール株式会社 第12回新株予約権 

　(２)　新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

　　　　普通株式　　　　150,000,000 株 

　　　　(新株予約権1個につき1,000,000株) 

　(３)　新株予約権の発行金額 

　　　　新株予約権1個につき250,000円 

　　　　(1株につき0.25 円) 

　(４)　割当日及び払込期日　　平成20年９月16日 

　(５)　新株予約権の行使の際の払込み金額 

　　　　１個につき5,000,000円　(1株につき５円) 

　(６)　新株予約権の行使により発行する株式の資本 

　　　　組入額　　１株につき2.5円 

　(７)　募集の方法及び割当先 

　　　　第三者割当の方法により、全てを株式会社ジ

　　　　ェネシスダイナミクスに割り当てる。 

　(８)　行使請求期間 

　　　　平成20年９月17日から平成22年９月16日 

　(９)　調達する資金の額　　　787,500,000円 

　(10)　調達する資金の具体的な使途 

　　　　　新株予約権発行に係る787.5百万円（予約権

　　　　の37.5百万円を含む）の使途につきまして

　　　　は、借入金の返済および未払い金等の支払に

　　　　よる財務体質改善費用として200百万円、乗馬

　　　　倶楽部の追加施設建設費用150百万円、ホット

　　　　ヨガ店舗のリニューアル費用60百万円、乗馬

　　　　倶楽部のコラボレーション企画費用60百万

　　　　円、当社単体経常運転資金227.5百万円、手数

　　　　料90百万円を予定しております。 

　(11)　本新株予約権の譲渡制限 

　　　　本新株予約権の譲渡については、取締役会の 

　　　　承認を受けなければこれをすることができな 

　　　　いものとする。

  (12)　本新株予約権の払込金額及びその行使に際し 

　　　　て出資される財産の価額の算定理由 
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前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　　　　当社は、本新株予約権の諸条件、最近の当社

　　　普通株式の株価、当社普通株式の価格変動性

　　　（ボラティリティ）等を前提に、一般的な価格

　　　算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーシ

　　　ョンまたはブラックショールズ・オプション・

　　　プライシング・モデル等を用いた場合、発行価

　　　額は株価の５％から30％程度に計算されるのが

　　　通常であることを考慮し、割当先である株式会

　　　社ジェネシスダイナミクスと協議いたしました

　　　結果、金250,000円を本新株予約権の１個あたり

　　　の払込金額とした。また、本新株予約権の行使

　　　に際して出資される財産の価額は、平成20年８

　　　月19日から平成20年８月27日までの、東京証券

　　　取引所における7営業日の当社普通株式の終値の

　　　平均4.71円の105.5％の1株あたり5円とし、新株

　　　予約権1個あたり5,000,000円とした。

　　　　

（資本業務提携について）

　平成20年８月28日開催の取締役会において、資本業

　務提携を行うことを決議いたしました。

　１．資本業務提携の趣旨

　　　当社グループは多様化するライフスタイルの中

　　で、ユーザーニーズに対して「美しさを創造す

　　る」をコンセプトに事業を行ってまいりました。

　　その中で「事業の選択と集中による競争力の強

　　化」を最重要テーマとし、不採算5事業を廃止いた

　　しました。また当社は上場企業としての存続、企

　　業としての利益体質への変換を図るために、基盤

　　事業である「ホット・ヨガ事業」の店舗展開等を

　　見直し、12店舗のリストラクチャリングを行った

　　結果、「ホット・ヨガ事業」は黒字に転換し順調

　　に推移しております。今後も、既存店舗を対象と

　　した内装の老朽化に対する修繕や熱源の電化を含

　　めたリニューアル、新規店舗出店を計画しており

　　ます。

　　　株式会社ジェネシスダイナミクス（以下、ジェ

　　ネシスダイナミクス）は、不動産業やホテル及び

　　宿泊施設、ゴルフ場、スポーツ施設等の経営管理

　　を主に営んでおります。また、ジェネシスダイナ

　　ミクスの代表取締役である高橋博之氏が100％株主

　　である株式会社ヘレナ・インターナショナルは、

　　福島県いわき市に「ヘレナ・インターナショナル

　　クラブ」を所有しております。「ヘレナ・インタ

　　ーナショナルクラブ」は英国調のゴルフ場、日本

　　最大級の乗馬倶楽部、スパ＆スポーツスタジア

　　ム、宿泊施設等の総合レジャー施設となっており

　　ます。そのうち乗馬倶楽部の不動産に関しては、

　　ジェネシスダイナミクスが不動産登記申請中であ

　　り、乗馬倶楽部の営業権はジェネシスダイナミク

　　スに譲渡済みであります。
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前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　　　こうした背景のもと、当社は基盤事業である 

　　「ホット・ヨガ事業」から派生し、シナジー効果 

　　の得られる新規事業を模索してまいりました。そ 

　　の結果、当社並びにジェネシスダイナミクスは資 

　　本業務提携を通じて、企業グループとして経営の 

　　強化を図ってまいります。当社が保有するF１層 

　　（20～34歳の女性）を中心とする上質な約8.5万

　　人の女性会員、ジェネシスダイナミクスが所有す

　　る資産の活用、相互利用をはじめとして、ジェネ

　　シスダイナミクスとの共同企画開発などにより、

　　高い相乗効果を生み出し、多様化、個性化する女

　　性ニーズへの対応に期待できるものと判断し、合

　　意に至りました。

　２． 資本業務提携の内容 

　　(1) 当社は、「ヘレナ・インターナショナルクラ

　　　　ブ」の施設のうち乗馬施設の建物（クラブパ

　　　　ビリオン、覆馬場棟、厩舎棟、装蹄所棟、ポ

　　　　ニーリンク棟）（以下、「不動産」とい

　　　　う。）を現物出資により譲り受けます。ま

　　　　た、ジェネシスダイナミクスは、当社の発行

　　　　する新株式1.5億株（発行済株式総数の

　　　　29.08％）を取得し、当社の筆頭株主となりま

　　　　す。　　

　　(2) 当社は、今回の資本業務提携契約に於いて、

　　　　譲り受け不動産を活用し、ジェネシスダイナ

　　　　ミクスと共に乗馬倶楽部運営に協力してまい

　　　　ります。将来的には、当社が乗馬倶楽部を運

　　　　営することを視野に入れた営業権を含めまし

　　　　た業務提携までを予定しております。また、

　　　　当社の必要資金等を調達するために、ジェネ

　　　　シスダイナミクスは、当社の発行する新株予

　　　　約権1.5億株（全行使された場合、新株式を含

　　　　めて発行済株式総数の45.06％）を取得致しま

　　　　す。 

　　(3) この度の業務提携により、両社のさらなる関

　　　　係を強化し、F１層の女性をターゲットとした

　　　　共同企画・開発やアクア事業の販売チャネル

　　　　の拡大などを行う予定であります。なお、具

　　　　体的な提携の内容につきましては、今後、両

　　　　社にて、協議してまいります。 

　　(4) 新株予約権の払込みが履行された後、ジェネ

　　　　シスダイナミクスは非常勤取締役２名を派遣

　　　　する予定であります。 

　３．業務提携先の概要 

　　　ジェネシスダイナミクスの概要 

　　① 商号 株式会社ジェネシスダイナミクス 

　　② 事業内容 不動産の取得、売買、管理、仲介等 

　　　リゾート施設、宿泊施設、スポーツ施設、スポ

　　　ーツ倶楽部、レストラン等の経営、管理、等 

　　③ 設立年月日 平成18年２月３日 

　　④ 本店所在地 東京都豊島区東池袋五丁目50番６

　　　 号 
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前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　　⑤ 代表者 代表取締役社長　高橋博之 

　　⑥ 資本金 50百万円 

　　⑦ 従業員数 11名 

　　⑧ 株主構成 高橋博之65％、高橋浄恵35％ 

　　⑨ 売上高 752.9百万円　（2007年12月期） 

　　⑩ 経常利益 8.5百万円　（2007年12月期） 

　　⑪ 当社との関係 資本関係、取引関係、人的関係 

　　　 はございません。

　４．日程 

　　　平成20年８月28日 

　　　取締役会決議および資産譲渡契約書締結、資本

　　　業務提携契約書締結 

　　　平成20年９月16日 

　　　新株式及び新株予約権払込日 
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

（千円）

当期末残高

（千円）
平均利率（％） 返済期間

短期借入金 876,513 160,000 ―

計 876,513 160,000 ―

　　　　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年６月30日現在)

当事業年度
(平成20年６月30日現在)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 355,310 76,716

　２　売掛金 ※1 414,523 39,054

　３　商品 ※2 3,461,151 2,765,048

　４　前渡金 14,227 29,092

　５　前払費用 37,155 57,746

　６　短期貸付金 ※1 842,400 621,800

　７　未収消費税等 96,055 －

　８　未収入金 ※1 173,530 130,617

　９　立替金 ※1 113,262 －

　10　その他 ※1 32,003 18,295

　　　貸倒引当金 △773,822 △492,661

　　　流動資産合計 4,765,79657.6 3,245,70963.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 1,760,948 1,328,650

　　　　 減価償却累計額 △263,8131,497,135 △374,277954,373

　　(2) 工具器具及び備品 102,196 99,889

　　　　 減価償却累計額 △54,406 47,789 △65,156 34,733

　　(3) 建設仮勘定 63,667 －

　　　有形固定資産合計 1,608,59219.4 989,10619.5

　２　無形固定資産

    (1) のれん 372,715 347,011

　　(2) その他 55,743 43,945

　　　無形固定資産合計 428,4595.2 390,9577.7

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 0 0

　　(2) 関係会社株式 15,300 0

　　(3) 長期貸付金 279,798 2,638

　 （4）長期滞留債権等 ※1 1,591,234 2,347,323

　　(5) 敷金保証金 673,520 454,545

   （6）投資建物 102,711 －

　　　　減価償却累計額 ※2 △25,677 77,033 － －

    (7) 投資土地 ※2 703,672 －

　　　　貸倒引当金 △1,869,109 △2,347,323

　　　投資その他の資産合計 1,471,44817.8 457,1839.0

　　　固定資産合計 3,508,50042.4 1,837,24736.2

　　　資産合計 8,274,297100.0 5,082,956100.0
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　 前事業年度
(平成19年６月30日現在)

当事業年度
(平成20年６月30日現在)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※1 6,515 4,847

  ２　短期借入金 ※2 600,000 160,000

　３　未払金 ※1 762,543 326,766

　４　未払費用 37,698 29,436

　５　未払法人税等 66,165 32,415

　６　前受金 438,467 398,855

　７　預り金 105,000 10,416

　８　事業整理損失引当金 2,409,063 2,296,674

　９　仮受金 － 133,070

　10　その他 34,248 11,788

　　　流動負債合計 4,459,70253.9 3,404,27167.0

　　　負債合計 4,459,70253.9 3,404,27167.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 9,675,650116.9 4,191,09582.5

　２　資本剰余金

　　　  資本準備金 220,000 381,500

　　　　資本剰余金合計 220,0002.7 381,5007.5

　３　利益剰余金

　　　  その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 △6,086,054 △2,896,910

　　　　利益剰余金合計 △6,086,054△73.6 △2,896,910△57.0

　４　自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0

　　　株主資本合計 3,809,59546.0 1,675,68433.0

Ⅱ　新株予約権 5,0000.1 3,0000.0

　　　純資産合計 3,814,59546.1 1,678,68433.0

　　　負債純資産合計 8,274,297100.0 5,082,956100.0
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② 【損益計算書】

前事業年度
(自　平成18年７月１日 
 至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日 
 至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 2,943,050100.0 2,319,392100.0

Ⅱ　売上原価 1,096,66537.3 347,62715.0

　　　売上総利益 1,846,38562.7 1,971,76485.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1 3,459,078117.5 3,260,425140.6

　　　営業損失 1,612,692△54.8 1,288,661△55.6

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 6,919 6,028

　２　不動産賃貸収入 46,857 45,714

　３　為替差益 0 －

　４　業務受託収入 ※2 20,502 13,355

　５　雑収入 4,334 78,6132.7 7,932 73,0303.1

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 7,457 78,104

　２　手形売却損 2,105 －

　３　減価償却費 25,677 23,538

　４　株式交付費 2,736 1,016

　５　保証金償却費 23,113 －

　６　消費税相殺差損 12,422 －

　７　雑損失 15,280 88,7933.0 11,126113,7854.9

　　　経常損失 1,622,873△55.1 1,329,416△57.4

Ⅵ　特別利益

　１　新株予約権戻入益 9,800 5,000

　２　違約金 80,000 30,000

　３　貸倒引当金戻入益 19,879 －

　４　前期損益修正益 ※3 － 10,388

　５　関係会社株式売却益 － 49,999

　６　事業整理損失引当金
　　　戻入益

－ 109,6793.7 112,388207,7779.0

Ⅶ　特別損失

　１　貸倒引当金繰入額 1,324,476 158,366

　２　投資有価証券評価損 13,208 －

　３　関係会社株式評価損 177,419 －

　４　事業整理損失引当金
　　　繰入額

2,409,063 －

　５　減損損失 ※6 166,557 －

　６　契約解除損 5,000 －

　７　固定資産除却損 ※4 － 342,900

　８　商品・投資土地建物
　　　売却損

－ 728,596

　９　関係会社株式及び債権売
　　　却損

※5 － 312,834

　10　保証金償却 － 7,694

　11　店舗閉鎖損 － 4,095,726139.2 203,1651,753,55875.6

　　　税引前当期純損失 5,608,920
△

190.6
2,875,196

△
124.0

　　　法人税・住民税
　　　及び事業税

21,5180.7 21,7140.9

　　　当期純損失 5,630,439
△

191.3
2,896,910

△
124.9
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売上原価明細書

前事業年度
(自　平成18年７月１日 
 至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日 
 至　平成20年６月30日)

科目 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　１　期首商品たな卸高 3,212,13870.5 3,461,15193.9

　２　当期商品仕入高 1,345,67729.5 222,9546.1

　　　合計 4,557,816100.0 3,684,105100.0

　３　他勘定振替高 － 571,428

　４　期末商品たな卸高 3,461,151 2,765,048

　　　商品売上原価 1,096,665 347,627

(注)他勘定振替高は、商品・投資土地建物売却損に振替えたものであります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年６月30日残高(千円) 9,455,650 3,053,700 3,053,700

事業年度中の変動額

　新株の発行 220,000 220,000 220,000

　欠損填補 － △3,053,700 △3,053,700

　当期純損失 － － －

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
－ － －

事業年度中の変動額合計(千円) 220,000 △2,833,700 △2,833,700

平成19年６月30日残高(千円) 9,675,650 220,000 220,000

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) △3,509,315 △3,509,315 △0 9,000,034

事業年度中の変動額

　新株の発行 － － － 440,000

　欠損填補 3,053,700 3,053,700 － －

　当期純損失 △5,630,439 △5,630,439 － △5,630,439

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
－ － － －

事業年度中の変動額合計(千円) △2,576,739 △2,576,739 － △5,190,439

平成19年６月30日残高(千円) △6,086,054 △6,086,054 △0 3,809,595

　

新株予約権 純資産合計

平成18年６月30日残高(千円) 4,800 9,004,834

事業年度中の変動額

　新株の発行 － 440,000

　欠損金の填補 － －

　当期純損失 － △5,630,439

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
200 200

事業年度中の変動額合計(千円) 200 △5,190,239

平成19年６月30日残高(千円) 5,000 3,814,595
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当事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年６月30日残高(千円) 9,675,650 220,000 220,000

事業年度中の変動額

　欠損填補のための減資 △5,866,054 － －

　欠損填補のための資本準備金

  取崩
－ △220,000 △220,000

　新株の発行 381,500 381,500 381,500

　当期純損失 － － －

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
－ － －

事業年度中の変動額合計(千円) △5,484,554 161,500 161,500

平成20年６月30日残高(千円) 4,191,095 381,500 381,500

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年６月30日残高(千円) △6,086,054 △6,086,054 △0 3,809,595

事業年度中の変動額

　欠損填補のための減資 5,866,054 5,866,054 － －

　欠損填補のための資本準備金　　

　取崩
220,000 220,000 － －

　新株の発行 － － － 763,000

　当期純損失 △2,896,910 △2,896,910 － △2,896,910

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
－ － － －

事業年度中の変動額合計(千円) 3,189,143 3,189,143 － △2,133,910

平成20年６月30日残高(千円) △2,896,910 △2,896,910 △0 1,675,684

　

新株予約権 純資産合計

平成19年６月30日残高(千円) 5,000 3,814,595

事業年度中の変動額

　欠損填補のための減資 － －

　欠損填補のための資本準備金

　取崩
－ －

　新株の発行 － 763,000

　当期純損失 － △2,896,910

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
△2,000 △2,000

事業年度中の変動額合計(千円) △2,000 △2,135,910

平成20年６月30日残高(千円) 3,000 1,678,684
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　当社は、当事業年度に5,630,439千円と多額の当期純損

失を計上しております。これにより、当社は継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在しております。

　当期純損失につきましては、ホットヨガ既存店舗の譲

受けおよび新規店舗出店のコストに伴う固定資産償却

費等の増加、セレブ・ファッション事業の先行仕入に伴

う利益の減少等の積極的な営業活動によるもののほか、

事業撤退に伴う事業整理損失引当金の計上、資産の評価

減及び関連会社等の債権に対する貸倒引当金の計上に

伴う特別損失が主たる要因であり、「事業の選択と集

中」を積極的に進めた結果であります。

当連結会計年度は、第２次中期３ヵ年計画「プロジェク

ト10Ｂ」の初年度に当たり、純利益黒字化と同時に累損

解消へ向けた準備年度と考えて努力してまいりました。

具体的には、「ホット・ヨガ事業」において全国で３ブ

ランド46店舗となり、順調に会員数を伸ばしており安定

した売上が見込めております。また、「セレブ・ファッ

ション事業」も流通網の整備がほぼ整い、本格的な販売

を開始いたしました。

　今後は、「ホット・ヨガ事業」と「セレブ・ファッ

ション事業」を基盤事業として経営資源を集中させて

参ります。また、基盤事業と相乗効果を期待できる「美

しさを創造する」関連事業に関しましても準備を進め

ております。

　資金面では、ホット・ヨガ事業の売上が順調に推移し

ている他、平成19年６月22日には第三者割当による新株

式発行によって440百万円を調達したほか、土地売却代

金500百万円並びに、絵画売却代金600百万円の回収予定

等により、新規事業を含めた運転資金ならびに設備資金

は十分確保されております。

　当財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。

 当社は、当事業年度に2,896,910千円と多額の当期純損

失を計上しております。また、前事業年度に引続き、継続

的な営業損失を計上しております。これにより、当社は

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。

　当期純損失につきましては、15店舗のトータルリスト

ラクチャリングによるホット・ヨガ事業での固定資産

除却損及び店舗閉鎖損、セレブ・ファッション事業譲渡

損、さらに商品・投資土地建物売却損、個別貸倒引当金

の特別損失の計上が主たる要因であり、「事業の選択と

集中」を積極的に進めた結果であります。

　当事業年度は、第２次中期３ヵ年計画「プロジェクト

10Ｂ」の２年目に当たり、純利益黒字化と同時に累損解

消へ向けた準備年度と考えて努力してまいりました。具

体的には、収益性向上のため「ホット・ヨガ事業」にお

ける15店舗のトータルリストラクチャリングにより、基

盤事業は黒字化し、今後も安定成長が見込まれておりま

す。

　今後は、「ホット・ヨガ事業」と「アクア事業」を基

盤事業として経営資源を集中させて参ります。また、基

盤事業と相乗効果を期待できる「美しさを創造する」

関連事業に関しましても、株式会社ジェネシスダイナミ

クスとの資本業務提携により積極的に進めております。

　資金面では、ホット・ヨガ事業の売上が順調に推移し

ている他、平成19年12月の第10回新株予約権の権利行使

によって490百万円を、平成20年６月の新株式及び第11

回新株予約権の権利行使によって444百万円を調達した

ほか、平成20年８月に発表いたしました第12回新株予約

権の権利行使によって750百万円の調達を予定している

ことから、新規事業を含めた運転資金ならびに設備資金

は十分確保されております。

　当財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。
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重要な会計方針

　　　　

項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

(2) その他有価証券
時価のないもの
移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式
　　同左

(2) その他有価証券
時価のないもの
　同左

２　たな卸資産の評価基準及
び評価方法

(1) 商品
絵画及び販売用不動産

　　　　個別法による原価法
上記以外の商品

　　　　移動平均法による原価法

(1) 商品
絵画及び販売用不動産
　　同左
上記以外の商品
　　同左

３　固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
　　定率法を採用しております。
　　　耐用年数は以下の年数を採用して

おります。
建物……………………３～18年
工具器具及び備品……３～15年

(1) 有形固定資産
　　同左

(2) 無形固定資産
①ソフトウェア(自社利用分)
社内における利用可能期間(５年
間)に基づく定額法によっており
ます。

(2) 無形固定資産
①ソフトウェア(自社利用分)

　同左

②商標権
有効使用期間（10年）に基づく
定額法によっております。

②商標権
　　同左

③のれん
0.7年～15年均等償却を行ってお
ります。

③のれん
15年均等償却を行っております。

（3）長期前払費用
社内における利用可能期間（３
～５年間）に基づく定額法に
よっております。

（3）長期前払費用
　　同左

（4）投資建物
定額法を採用しており、耐用年数
は４年であります。

　　　　　　―
 

４　繰延資産の処理方法 (1) 株式交付費 (1) 株式交付費
支出時に全額費用として処理し
ております。

　　同左
 

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　　　一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権
については、個別に回収可能性を
勘案し回収不能見込額を計上して
おります。

(1) 貸倒引当金
　同左

(2) 事業整理損失引当金
　　　絵画事業からの事業撤退に係る取

締役会決議に伴い当事業年度末に
おいて今後発生が見込まれる損失
について、合理的に見込まれる金
額を計上しております。

(2) 事業整理損失引当金
　同左

 

６　その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

　　消費税等の会計処理
　　　　同左
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会計処理の変更

　　　　
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（企業結合に係る会計基準）

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（平成

15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

会計基準に関する適用指針（企業会計基準適用指針第

10号　平成17年12月27日）を適用しております。

　　　　　　　　　　　―

（繰越資産の会計処理に関する当面の取扱い）

　当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８月11日　

実務対応報告第19号）を適用しております。前事業年度

において営業外費用の内訳として表示していた「新株

発行費」は、当事業年度より「株式交付費」として表示

する方法に変更しております。これによる損益に与える

影響はありません。

　

表示方法の変更

　　　
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（貸借対照表関係）

　　　前事業年度において独立科目で掲記していた

　　「商標権」（当事業年度4,246千円）、「ソフト

　　ウェア」（当事業年度51,097千円）については、

　　総資産の100分の1以下となったため、無形固定

　　資産の「その他」に含めて表示しております。

（貸借対照表関係）

１．前事業年度において独立科目で掲記していた「立

　　替金」については、総資産の100分の1以下となっ

　　たため、流動資産の「その他」に含めて表示して

　　おります。

２．前事業年度において流動負債の「その他」に表示

　　しておりました「仮受金」（前事業年度4,980千　

　　円）については、負債純資産計の100分の1を超え

　　たため、当事業年度より区分掲記しております。
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追加情報

　　　
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（第三者割当による新株式発行に関して）　

　平成19年６月11日開催の取締役会の決議により、下記

のとおり株主以外の者に対し、平成19年６月26日付で新

株式を発行いたしました。

１　第三者割当による新株式発行の目的

　　当社グループでは、主力事業への注力ならびに業

  績の黒字安定化を目指しており、その強化を図るこ

  とを目的としております。

２　第三者割当による新株式発行の概要

（１）発行新株式  　　　　　　　     当社普通株式

（２）発行株式数  　　　　　　　     40,000,000株

（３）払込金額  　　　　　　　     １株につき11円

（４）払込金額の総額 　　　　     金440,000,000円

（５）増加する資本金の額  　 　   １株につき5.5円

（６）増加する資本金の総額   　   金220,000,000円

（７）増加する資本準備金の額      １株につき5.5円

（８）増加する資本準備金の総額    金220,000,000円

（９）払込期日 　　　　　　  平成19年６月26日(火)

（10）新株式の割当を受ける者及び割当てる新株式の

      数

    ①割当先 　　

     （住　所） 大阪府豊中市緑丘１丁目30番13号

     （名　称） 新山　洋史

    ②割当てる新株式の数 　　　　　  40,000,000株

（11）新株式の継続所有の取決めに関する事項

       当社は、割当先より、割当新株式を２年以内に

      譲渡する場合には、その内容を当社に報告する

      旨の確約書を受け入れる予定です。

（12）前項各号については、証券取引法による届出の

      効力発生を条件とする。

（13）払込金額の決定

　　　 払込金額の算定方法は、平成19年５月21日から

      平成19年６月８日までの、東京証券取引所にお

      ける15営業日の当社普通株式の終値の平均11.53

      円の95.37％の１株あたり11円といたしました。

３　増資の日程

平成19年６月11日 新株式発行決議

平成19年６月11日 有価証券届出書提出

平成19年６月19日 有価証券届出書効力発生

平成19年６月26日　 払込期日

４　増資後の発行済株式総数の推移

現在の発行済株式総数 186,654,900株

ストックオプション未行使分
(発行日：平成15年11月27日)

1,396,000株

第９回新株予約権未行使分 50,000,000株

新株式発行 40,000,000株

増資後の発行済株式総数 278,050,900株

　　　※ 第４回新株予約権は一部行使、一部取得及び

　　　　 消去済

　　　※ 第５回新株予約権は全部行使完了済

　　　※ 第６回、第７回、第８回新株予約権は全部取

　　　　 得及び消却済

（重要な事業からの撤退について）

　１　その旨及び理由

  　当社は「事業の選択と集中による競争力の強化」

　を最重要テーマとして、また「美しさを創造する」　

　を企業コンセプトに事業を進めております。このよ

　うな状況の中、当社はさらに選択と集中を積極的に

　進め、既存事業でも今後の採算性や収益性が不透明

　であったり、企業コンセプトに合わない事業から完　

　全撤退することといたしました。

　２　撤退する事業の内容

 　(1) アート・ライフ事業

　　　大口契約の獲得や国内・海外オークションへの

　　出展、および上海にオープンした上海茂名画廊に

　　よる美術品の仕入・販売。

 　(2) アミューズメント事業

　　　当社の連結子会社である株式会社エヌディーサ

　　ービスが主となって推進しておりますアミューズ

　　メント機器の製造・販売およびファイナンス

 　(3) 映像DVD販売事業

　　　新規映像DVDの制作・販売。

 　(4) システムエンジニアリング事業

　　　リーズナブルな中国人労働力を活用した、日本

　　のソフトハウスに対しての優秀な中国人システム

　　エンジニアの提供。

 　(5) ウインド・パワー事業

 　　業務提携先の日本再生エネルギー株式会社が開発

　　した直線翼垂直水平軸型風車を用いた中型風力発　

　　電システムの部品調達・販売。

　３　撤退する事業の規模

　　　　　　　　　平成19年６月期 （単位：百万円）

売上高
売上

営業損失
構成比

アート・
39 0.91%287

ライフ事業

その他事業※ 48 1.11%152

　　※ 公表しております「その他事業」には、廃止す

       るアミューズメント事業、映像DVD販売事業 、

       システムエンジニアリング事業、ウインド・パ

       ワー事業の他 に、アクア事業の数字が含まれ

       ております。

　４　撤退の時期

　　　平成19年９月30日をもって撤退しております。

　　但し、アート・ライフ事業に関しましては、美術

　　品在庫の処分が完了するまでは継続してまいりま

　　す。

　５　撤退が営業活動へ及ぼす重要な影響

　　　当期の業績に与える影響につきましては、アー

　　ト・ライフ事業は、当事業年度末に残っている美

　　術品在庫のうち、簿価を下回る販売見込み額であ

　　る2,409百万円を事業整理損失引当金として、特別

　　損失に計上することといたしました。また、当社

　　連結子会社である上海如徳利貿易有限公司につい

　　ては、関連会社株式評価損65百万円を特別損失に

　　計上することといたしました。
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　 前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　　　※ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債は

         平成19年３月28日発行中止。

　　　　 平成19年３月19日決議分新株式の発行につい

         ては平成19年４月３日発行中止。

５　増資の理由及び資金の使途等

（１）増資の理由

　　　事業の構築・拡大。

（２）増資調達資金の使途

　　　ホット・ヨガ事業における店舗拡充資金。

　　　その他事業は、映像DVD販売事業における売掛金

　　117百万円、前渡金14百万円、短期貸付金15百万

　　円、システムエンジニアリング事業における短期

　　貸付金20百万円に対する貸倒引当金、ウインド・

　　パワー事業における減損損失30百万円を特別損失

　　に計上することといたしました。

　　　

（連結子会社エヌディーサービス全株式の譲渡につい

て）

　１　株式譲渡の理由

　　当社の連結子会社である株式会社エヌディーサー

　ビスは、アミューズメント施設から振り出される割

　賦手形に保険を付け、銀行で現金化してアミューズ

　メント機器を購入し、アミューズメント施設に納入

　するファイナンススキームと、株式会社エヌディー

　サービスが独自のアミューズメント機器を開発製造

　販売する製造販売スキームで、アミューズメント事

　業を展開してまいりました。

　　しかし、当社グループは経営資源の効率的な投下

　により事業基盤の整備と収益構造の強化を推し進め

　ており、アミューズメント事業を含めた５事業から

　撤退することといたしました。

　　そこで、株式会社エヌディーサービスと協議を重

　ねてまいりました結果、友好的な合意に至りました

　ので、当社が保有する同社の全株式を売却すること

　といたしました。

　２　売却する相手会社の名称

　　(1) 商号   インターワールド・テクノロジー・

　　　　　　　 コーポレーション

　  (2) 代表者 常任代理人　佐々木芳明

  ３　日程 

      平成19年９月３日  取締役会決議

　    平成19年９月３日  有価証券譲渡契約締結

　    平成19年９月28日  株式譲渡日

  ４　異動する子会社

　  (1) 商号   株式会社エヌディーサービス

　  (2) 代表者 代表取締役社長　佐々木芳明

　  (3) 所在地 東京都新宿区新宿１丁目３-12壱丁目

               参番館ビル５階

　  (4) 設立年月日 平成16年10月22日

　  (5) 主な事業内容 アミューズメント機器の製造販

                     売およびファイナンス

　  (6) 決算期　　６月末

　  (7) 従業員数　３名

　  (8) 資本金　　50,000,000円

　  (9) 株主構成  ニューディール株式会社　100％

  ５　譲渡株式数、譲渡価格および譲渡前後の所有株

      式の状況

　  (1) 異動前の所有株式数 

        1,000株 (所有割合100％)

　  (2) 譲渡株式数 1,000株

　　   　(譲渡金額50,000,000円)

　  (3) 異動後の所有株式数 0株　(所有割合0％)
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前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（資本金及び資本準備金の減少並びに剰余金処分につ

いて）

  １　資本金及び資本準備金減少の目的

　当社は、平成19年６月期決算において多額な損失計上

を行い、累積損失を解消するには、まだ期間を要すると

見込まれます。そこで、会社法第447条第１項の規定に

基づく資本金減少と併せて、会社法第448条第１項の規

定に基づく資本準備金の取崩しによる損失補填を行う

ことにより、累積損失を一掃し、株主の皆様への早期復

配の準備、また財務体質の早急な健全化を図るもので

す。

  ２　減少する資本金及び資本準備金の額

　平成19年６月30日現在の資本金の額9,675,650,000円

のうち5,866,054,498円、及び資本準備金の額

220,000,000円全額を、それぞれ減少します。なお、減少

後の資本金の額は、3,809,595,502円、資本準備金の額

は０円となっております。

　３　資本金減少の方法

　資本金は発行済株式総数の変更を行わず、資本金の額

を無償で減少いたします。

  ４　剰余金処分の内容

　資本金及び資本準備金減少に伴い、その他資本剰余金

が増加しますが、全額繰越損失を補填いたしました。

  ５　日程

　（１）取締役会決議日         平成19年８月28日

  （２）株主総会決議日         平成19年９月27日

  （３）債権者異議申述公告     平成19年10月10日

  （４）債権者異議申述最終期日 平成19年11月10日

  （５）減資の効力発生日       平成19年11月11日

　　　

(第三者割当により発行される新株予約権)

　平成19年12月10日開催の当社取締役会において、第三

者割当により発行される新株予約権の発行を決議いた

しました。

　新株予約権の発行の概要　

　(１)　新株予約権の名称

　  　　ニューディール株式会社 第10 回新株予約権

　(２)　新株予約権の目的たる株式の種類及び数

　　　　普通株式　　　　70,000,000 株

　　　　(新株予約権1個につき1,000,000株)

　(３)　新株予約権の発行金額

　　　　新株予約権1個につき100,000円

　　　　(1株につき0.1 円)

　(４)　割当日及び払込期日　　平成19 年12 月25 日

　(５)　新株予約権の行使の際の払込み金額

　　　　1 個につき7,000,000円　(1株につき　7 円)

　(６)　新株予約権の行使により発行する株式の資本

　　　　組入額　　1 株につき3.55 円

　(７)　募集の方法及び割当先

　　　　第三者割当の方法により、全てをＳ.Ｆ.Ｊ

　　　　第2号投資事業組合に割り当てる。
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前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　(８)　行使請求期間 

　　　　平成19年12月26日から平成21年12月25日 

　(９)　調達する資金の額　　　497,000,000円 

　(10)　調達する資金の具体的な使途 

　　　　当社の基盤事業である「ホット・ヨガ事業」 

　　　　の店舗のリニューアルを含めたスクラップ＆ 

　　　　ビルド等に充当。

　(11)　本新株予約権の譲渡制限

　　　　本新株予約権の譲渡については、取締役会の

　　　　承認を受けなければこれをすることができな

　　　　いものとする。

　(12)　本新株予約権の払込金額及びその行使に際し

　　　　て出資される財産の価額の算定理由

　　　　　当社は、本新株予約権の諸条件、最近の当

　　　　社普通株式の株価、当社普通株式の価格変動

　　　　性（ボラティリティ）等を前提に、割当先で

　　　　あるＳ.Ｆ.Ｊ第2号投資事業組合との資本提携

　　　　等により当社が享受する企業価値の増大を考

　　　　慮し、一般的な価格算定モデルであるモンテ

　　　　カルロ・シミュレーションまたはブラックシ

　　　　ョールズ・オプション・プライシング・モデ

　　　　ル等によらず、金100,000 円を本新株予約権

　　　　の1 個あたりの払込金額とした。また、本新

　　　　株予約権の行使に際して出資される財産の価

　　　　額は、490,000,000 円とした。

　　　　

（特定子会社の異動について）

　当社は、平成20年5月1日開催の取締役会において、当社

の連結子会社である株式会社ジャメリック・ジャパン

の全株式を譲渡することを決議いたしました。

　１　当該特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、

　　　資本金および事業の内容

　　(1) 商号  　　株式会社ジャメリック・ジャパン

　　(2) 本店所在地 東京都渋谷区神宮前３-39-５

　　(3) 代表者名   代表取締役社長　柴田敏一

　　(4) 資本金     30,000,000円

　　(5) 主な事業内容   

　　　　　　　　　アパレル製品の卸、販売、輸出入

　　　　　　　　　その他

　２　当該異動の前後における当社の所有に係る当該　

　　　特定子会社の議決権の数および当該特定子会社

　　　の総株主の議決権に対する割合

　　(1) 当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の

　　　　数

　　　　異動前　　　　　1,530個

　　　　異動後　　　　　　　0個

　　(2) 当該特定子会社の総株主の議決権に対する割

　　　　合

　　　　異動前　　　　　　 51％

　　　　異動後　　　　　　　0％
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前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　３　当該異動の理由およびその年月日 

　　(1) 当該異動の理由 

　　　　当社が「美しさを創造する」をコンセプトに 

　　　事業展開する中で、当社の連結子会社である株 

　　　式会社ジャメリック・ジャパンは、プレミア 

　　　ム・ジーンズの代名詞でもある

　　　「TRUE RELIGION （トゥルーレリジョン）」ブ

　　　ランドの日本総販売代理店として展開してまい

　　　りました。しかし、株式会社ジャメリック・ジ

　　　ャパンは、今期中間期においても、赤字の状態

　　　が続いており債務超過が解消されておりませ

　　　ん。また、当初予定しておりました流通網の確

　　　立が完全ではなく、更にTRUE RELIGION社への支

　　　払サイト変更による追加資金が必要な状況とな

　　　りました。そこで、「選択と集中」を目指す当

　　　社の方針に基づき、同社への継続支援を検討し

　　　た結果、当社にとってこれ以上のリスクの増大

　　　は、経営上回避すべきであると判断し、当社が

　　　保有する同社の全株式を有限会社IRインベスト

　　　メントに売却することで、友好的な合意に至り

　　　ました。 

(2)異動年月日　　平成20年５月１日

(第三者割当により発行される新株式及び新株予約権)

　平成20年６月４日開催の当社取締役会において、第三

者割当により発行される新株式及び新株予約権の発行

を決議いたしました。

　１　新株式の発行の概要

　(１)　発行新株式　　　　　　　当社普通株式

　(２)　発行株式数　　　　　　　50,000,000株

　(３)　払込金額　　　　　　　　１株につき6円

　(４)　払込金額の総額　　　　　金300,000,000円

　(５)　増加する資本金の額　　　１株につき3円

　(６)　増加する資本金の総額　　金150,000,000円

　(７)　増加する資本準備金の額　１株につき3円

　(８)　増加する資本準備金の総額　金150,000,000円

　(９)　払込期日           平成20年6月19日（木）

　(10)　新株式の割当を受ける者及び割当てる新株式

　　　　の数

　　　　①割当先 　　

　　　　　a（住　所）東京都中央区日本橋茅場町一丁

　　　　　　　　　　 目４番５号ワナミビル５階

　　　　　b（名　称）Ｓ.Ｆ.Ｊ第３号投資事業組合　

　　　　② 割当てる新株式の数　　　　50,000,000株

　(11)　新株式の継続所有の取決めに関する事項

　　　　当社は、割当先より、割当新株式を２年以内

　　　に譲渡する場合には、その内容を当社に報告す

　　　る旨の確約書を受け入れる予定です。

　(12)　払込金額の決定

　　　払込金額の算定方法は、平成20年５月26日から

　　　　平成20年６月３日までの、東京証券取引所に

　　　おける７営業日の当社普通株式の終値の平均6.2

　　　円の96.7％の１株あたり６円といたしました。
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前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　２　新株予約権の発行の概要　 

　(１)　新株予約権の名称 

　 　　ニューディール株式会社 第11 回新株予約権 

　(２)　新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

　　　　普通株式　　　　50,000,000 株 

　　　　(新株予約権1個につき1,000,000株) 

　(３)　新株予約権の発行金額 

　　　　新株予約権1個につき100,000円 

　　　　(1株につき0.1 円) 

　(４)　割当日及び払込期日　　平成20年６月19 日 

　(５)　新株予約権の行使の際の払込み金額 

　　　　１個につき6,000,000円　(1株につき６円) 

　(６)　新株予約権の行使により発行する株式の資本 

　　　　組入額　　１株につき３円 

　(７)　募集の方法及び割当先 

　　　　第三者割当の方法により、全てをＡＩＦＧ株 

　　　　式会社に割り当てる。 

　(８)　行使請求期間 

　　　　平成20年６月20日から平成22年６月19日 

　(９)　調達する資金の額　　　305,000,000円 

　(10)　調達する資金の具体的な使途 

　　　　返済資金及び運転資金等に充当。 

　(11)　本新株予約権の譲渡制限 

　　　　本新株予約権の譲渡については、取締役会の 

　　　　承認を受けなければこれをすることができな 

　　　　いものとする。

　(12)　本新株予約権の払込金額及びその行使に際し

　　　　て出資される財産の価額の算定理由

　　　　　当社は、本新株予約権の諸条件、最近の当

　　　　社普通株式の株価、当社普通株式の価格変動

　　　　性（ボラティリティ）等を前提に、一般的な

　　　　価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュ

　　　　レーションまたはブラックショールズ・オプ

　　　　ション・プライシング・モデル等を用いた場

　　　　合、発行価額は株価の５％から30％程度に計

　　　　算されるのが通常であることを考慮し、割当

　　　　先であるＡＩＦＧ株式会社と協議いたしまし

　　　　た結果、新株予約権による資金調達を最優先

　　　　に考えることとし、金100,000円を本新株予約

　　　　権の１個あたりの払込金額とした。また、本

　　　　新株予約権の行使に際して出資される財産の

　　　　価額は、平成20年５月26日から平成20年６月

　　　　３日までの、東京証券取引所における７営業

　　　　日の当社普通株式の終値の平均6.2円の96.7％

　　　　の１株あたり６円とし、新株予約権１個あた

　　　　り6,000,000円とした。
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注記事項

(貸借対照表関係)
　

前事業年度
(平成19年６月30日)

当事業年度
(平成20年６月30日)

※1  関係会社に対する資産

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

 ものは、次のとおりであります。

 長期滞留債権　　　　　　　 1,024,480千円

 短期貸付金　　　　　　　　　 408,000千円

※1  関係会社に対する資産及び負債

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

 ものは、次のとおりであります。

 売掛金　　　　　　　　　　　　　 290千円

 仮払金　　　　　　　　　　　　 1,400千円

 未収入金　　　　　　　　　　　 4,124千円

 立替金　　　　　　　　　　　　　 203千円

 長期滞留債権　　　　　　　　　93,608千円

 買掛金　　　　　　　　　　　　 1,772千円

 未払金　　　　　　　　　　　　　　53千円

※2  担保に供している資産

(イ) 担保に供している資産

   商品　　　　　　　　　　　 571,428千円

   投資建物　　　　　　　　　　77,033千円

   投資土地　　　　　　　　　 703,672千円

           　　　　　　　　 1,352,133千円

(ロ) 上記に対応する債務

   短期借入金　　　　　　　　 600,000千円

※2  担保に供している資産

(イ) 担保に供している資産

   商品　　　　　　　　　　　 344,736千円

 

                                         

 

(ロ) 上記に対応する債務

   短期借入金　　　　　　　　 100,000千円

３  手形割引高及び裏書譲渡高

 受取手形割引高　　　　　　　　25,410千円

 受取手形裏書譲渡高　　　　　　19,800千円

３  手形割引高及び裏書譲渡高

　　　－

 

　

(損益計算書関係)
　

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※1 販売費に属する費用のおおよその割合は70％、一
   般管理費に属する費用のおおよその割合は30％で
   あります。

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当　　　　　　　   348,708千円
雑給                     286,836千円
地代家賃                 769,258千円

貸倒引当金繰入額         569,900千円

減価償却費               217,700千円
　　　　　　

※2 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

 次のとおりであります。

業務受託収入　　　　　　　20,502千円

※1 販売費に属する費用のおおよその割合は80％、一
   般管理費に属する費用のおおよその割合20％で
   あります。

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当　　　　　　　   511,777千円
雑給                     355,394千円
地代家賃                 884,212千円
上場維持費               209,948千円

貸倒引当金繰入額          38,686千円

減価償却費               234,235千円

※2 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

 次のとおりであります。

業務受託収入　　　　　　  13,355千円

※3　－ ※3 前期損益修正益

保証金償却　　　　　　　  10,388千円

※4　－ ※4 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物　　　　　　　   　　334,855千円
工具器具及び備品　　　　　 8,045千円
　　　　　 　　　　　　　342,900千円

※5　－ ※5　関係株式会社及び債権売却損

　　　株式会社ジャメリック・ジャパン　312,834千円
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　 前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※6 減損損失

　　 当事業年度において当社は以下の資産について減
 損損失を計上しております。
場所 用途 種類 金額(千円)

本社
その他事業

長期前払費用 30,555（ウインド・パ
ワー事業）

大宮店
ホット・ヨガ
事業

建物 42,279

工具器具
及び備品

375

横浜店
ホット・ヨガ
事業

建物 26,746

工具器具
及び備品

425

柏店
ホット・ヨガ
事業

建物 29,251

工具器具
及び備品

465

川崎店
ホット・ヨガ
事業

建物 36,139

工具器具
及び備品

318

　当社は、原則として事業の種類別にホット・ヨガ事

業、アートライフ事業、リアル・エステイト事業、及

びその他事業にグルーピングしております。但し、

ホット・ヨガ事業については店舗別にグルーピング

をしております。

　グルーピングの単位である各事業において、その他

事業のうちウインド・パワー事業については、前事

業年度までの過去３年間赤字であり、当事業年度も

黒字化が達成できず、今後も黒字化の見通しが立た

なくなったため、長期前払費用の帳簿価額を回収可

能価額まで減額しております。

　また、ホット・ヨガ事業部４店舗についても、前事

業年度までの過去２年間赤字であり、当事業年度も

黒字化が達成できず、今後も黒字化の見通しが立た

なくなったため建物並びに工具器具及び備品の帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

(166,557千円) を減損損失として特別損失に計上し

ております。

　当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能

価額は正味売却可能価額及び使用価値であります。

正味売却可能価額については、売却可能価額により

算定しており、使用価値については、将来のキャッ

シュ・フローを５%で割り引いて算定しております。

※6　－
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自平成18年７月１日　至平成19年６月30日）

１.　自己株式に関する事項

前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式(株) 3 － － 3

　

当事業年度（自平成19年７月１日　至平成20年６月30日）

１.　自己株式に関する事項

前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式(株) 3 － － 3

　

(リース取引関係)

前事業年度（平成19年６月30日現在）

該当事項はありません。

当事業年度（平成20年６月30日現在）

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成19年６月30日)

当事業年度
(平成20年６月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　　繰越欠損金 2,829,929千円

　　減価償却費 198,649千円

　　貸倒引当金 1,382,388千円

　　貸倒損失 48,840千円

　　事業整理損失引当金 1,000,838千円

　　関係会社株式評価損 72,209千円

　　その他 11,331千円

　　繰延税金資産小計 5,544,188千円

　　評価性引当額 △5,544,188千円

　　繰延税金資産合計 －千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　　繰越欠損金 3,582,751千円

　　減価償却費 198,649千円

　　貸倒引当金 1,446,843千円

　　貸倒損失 48,840千円

　　事業整理損失引当金 955,096千円

　　関係会社株式評価損 72,209千円

　　その他 11,331千円

　　繰延税金資産小計 6,315,722千円

　　評価性引当額 △6,315,722千円

　　繰延税金資産合計 －千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異については、税引前当期純損失が計上

されているため記載しておりません。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　　　　　　　同左

　

(有価証券関係)

前事業年度（平成19年６月30日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

当事業年度（平成20年６月30日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの　　　　

該当事項はありません。

次へ
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(１株当たり情報)

　

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり純資産額 16円81銭１株当たり純資産額 ４円92銭

１株当たり当期純損失 30円08銭１株当たり当期純損失 11円74銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

（注）1．１株当たりの当期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであます。

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり当期純損失

当期純損失(千円) 5,630,439 2,896,910

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失(千円) 5,630,439 2,896,910

期中平均株式数(株) 187,210,453 246,870,667

　　　2．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

前事業年度
平成19年６月30日現在

当事業年度
平成20年６月30日現在

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,814,595 1,678,684

普通株式に係る純資産額（千円） 3,809,595 1,675,684

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当た
り純資産額の算定に用いられた普通株式に係
る事業年度末の純資産額との差額（千円）

　　　新株予約権 5,000 3,000

普通株式の発行済株式数（株） 226,654,900 340,654,900

普通株式の自己株式数（株） 3 3

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数（株）

226,654,897 340,654,897
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（重要な事業からの撤退について）

1. その旨及び理由

　当社は「事業の選択と集中による競争力の強化」を最

重要テーマとして、また「美しさを創造する」を企業コ

ンセプトに事業を進めております。このような状況の

中、当社はさらに選択と集中を積極的に進め、既存事業

でも今後の採算性や収益性が不透明であったり、企業コ

ンセプトに合わない事業から完全撤退することといた

しました。

2. 撤退する事業の内容

(1) アート・ライフ事業

　　　大口契約の獲得や国内・海外オークションへの

　　出展、および上海にオープンした上海茂名画廊に

　　よる美術品の仕入・販売。

(2) アミューズメント事業

　　　当社の連結子会社である株式会社エヌディーサ

　　ービスが主となって推進しておりますアミューズ

　　メント機器の製造・販売およびファイナンス。

(3) 映像DVD販売事業

　　　新規映像DVDの制作・販売。

(4) システムエンジニアリング事業

　　　リーズナブルな中国人労働力を活用した、日本

　　のソフトハウスに対しての優秀な中国人システム

　　エンジニアの提供。

(5) ウインド・パワー事業

　　　業務提携先の日本再生エネルギー株式会社が開

　　発した直線翼垂直水平軸型風車を用いた中型風力

　　発電システムの部品調達・販売。

（新株予約権の行使について）

　当社は、平成20年７月１日以降、下記のとおり、第11回

新株予約権の行使がありました。      

・平成20年７月24日

　　新株予約権の数　　　　 20個

　　発行する株式の種類及び数

　　                       普通株式20,000,000株

　　１株当たり払込金額　　 ６円

　　合計払込金額　         120,000,000円

　　新株予約権の発行価額   2,000,000円

　　増加した資本金 　      61,000,000円

　　増加した資本準備金     61,000,000円

            

・平成20年8月14日

　　新株予約権の数　　　　 ５個

　　発行する株式の種類及び数

　　                       普通株式5,000,000株

　　１株当たり払込金額　　 ６円

　　合計払込金額　         30,000,000円

　　新株予約権の発行価額   500,000円

　　増加した資本金 　      15,250,000円

　　増加した資本準備金     15,250,000円

            

・平成20年9月1日

　　新株予約権の数　　　　 ５個

　　発行する株式の種類及び数

　　                       普通株式5,000,000株

　　１株当たり払込金額　　 ６円

3. 撤退する事業の規模

　 平成19年６月期　　　　　　　　　

                                 （単位：百万円）

売上高 売上構成比 営業損失

アート・ライフ
事業

39 0.91% 287

その他事業※ 48 1.11% 152

※  公表しております「その他事業」には、廃止するア

    ミューズメント事業、映像DVD販売事業、システム

    エンジニアリング事業、ウインド・パワー事業の他

    に、アクア事業の数字が含まれております。

　　合計払込金額　 　　　　30,000,000円 

　　新株予約権の発行価額 　500,000円 

　　増加した資本金　　　　 15,250,000円 

　　増加した資本準備金 　　15,250,000円

(第三者割当により発行される新株式及び新株予約権) 

　平成20年８月28日開催の当社取締役会において、第三者

割当により発行される新株式及び新株予約権の発行を決

議いたしました。 

　１　新株式の発行の概要 

　(１)　発行新株式　　　　　　　当社普通株式 

　(２)　発行株式数　　　　　　　150,000,000株 

4. 撤退の時期

    平成19年9月30日を撤退予定期日としております。

   但し、アート・ライフ事業に関しましては、美術品

   在庫の処分が完了するまでは継続の予定です。

　(３)　払込金額　　　　　　　　１株につき５円 

　(４)　払込金額の総額　　　　　金750,000,000円 

（注）発行価額の総額は、上記発行価額×発行新

株式数を表示しておりますが、本募集株式の対価

となる財産は不動産であり、当該財産の価額は

750,000,000円となります。 　

5. 撤退が営業活動へ及ぼす重要な影響

    当期の業績に与える影響につきましては、平成19

　年８月28日発表の「特別損失の発生及び中間期・通

　期業績予想の修正に関するお知らせ」に記載の通り

　であります。

　(５)　増加する資本金の額　　　１株につき2.5円

　(６)　増加する資本金の総額　　金375,000,000円 

　(７)　増加する資本準備金の額　１株につき2.5円 

　(８)　増加する資本準備金の総額　金375,000,000円 

　(９)　払込期日 平成20年９月16日（火） 
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前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（連結子会社エヌディーサービス全株式の譲渡につい

て）

１　株式譲渡の理由

　当社の連結子会社である株式会社エヌディーサービス

は、アミューズメント施設から振り出される割賦手形に

保険を付け、銀行で現金化してアミューズメント機器を

購入し、アミューズメント施設に納入するファイナンス

スキームと、株式会社エヌディーサービスが独自のア

ミューズメント機器を開発製造販売する製造販売ス

キームで、アミューズメント事業を展開してまいりまし

た。

　しかし、当社グループは経営資源の効率的な投下によ

り事業基盤の整備と収益構造の強化を推し進めており、

平成19年８月28日に発表しましたように、アミューズメ

ント事業を含めた５事業から撤退することといたしま

した。

　そこで、株式会社エヌディーサービスと協議を重ねて

まいりました結果、友好的な合意に至りましたので、当

社が保有する同社の全株式を売却することといたしま

した。

２　売却する相手会社の名称

　(1) 商号 　インターワールド・テクノロジー・

　　　　　　 コーポレーション

  (2) 代表者 常任代理人　佐々木芳明

３　日程

　　平成19年９月３日　取締役会決議

　　平成19年９月３日　有価証券譲渡契約締結

　　平成19年９月28日　株式譲渡日（予定）

４　異動する子会社

　(1) 商号　　　　　株式会社エヌディーサービス

　(2) 代表者　　　　代表取締役社長　佐々木芳明

　(3) 所在地　　　　東京都新宿区新宿1丁目3-12　

　　　　　　　　　　壱丁目参番館ビル5階

　(4) 設立年月日　　平成16年10月22日

　(5) 主な事業内容　アミューズメント機器の製造販

　　　　　　　　　　売およびファイナンス

　(6) 決算期　　　　６月末

　(7) 従業員数　　　３名

　(8) 資本金　　　　50,000,000円

　(9) 株主構成　　　ニューディール株式会社　100％

５　譲渡株式数、譲渡価格および譲渡前後の所有株式

　　の状況

　(1) 異動前の所有株式数 1,000株　(所有割合100％)

　(2) 譲渡株式数 1,000株 　(譲渡金額50,000,000円)

　(3) 異動後の所有株式数 0株　(所有割合0％)

　(10)　新株式の割当を受ける者及び割当てる新株式 

　　　　の数 

　　　　①割当先 　　 

　　　　　a（住　所）東京都豊島区東池袋五丁目50番

　　　　　　　　　　 ６号 

　　　　  b（名　称）株式会社ジェネシスダイナミク

                     ス

　　　　② 割当てる新株式の数　　　150,000,000株 

　(11)　新株式の継続所有の取決めに関する事項 

　　　　当社は、割当先より、割当新株式を２年以内 

　　　に譲渡する場合には、その内容を当社に報告す 

　　　る旨の確約書を受け入れる予定です。 

　(12)　払込金額の決定 

　　　払込金額の算定方法は、平成20年８月19日から 

　　　　平成20年８月27日までの、東京証券取引所に 

　　　おける７営業日の当社普通株式の終値の平均

      4.71円の105.5％の１株あたり５円といたしまし

      た。 

　２　新株予約権の発行の概要　 

　(１)　新株予約権の名称 

　 　　ニューディール株式会社 第12回新株予約権 

　(２)　新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

　　　　普通株式　　　　150,000,000 株 

　　　　(新株予約権1個につき1,000,000株) 

　(３)　新株予約権の発行金額 

　　　　新株予約権1個につき250,000円 

　　　　(1株につき0.25 円) 

　(４)　割当日及び払込期日　　平成20年９月16日 

　(５)　新株予約権の行使の際の払込み金額 

　　　　１個につき5,000,000円　(1株につき５円) 

　(６)　新株予約権の行使により発行する株式の資本 

　　　　組入額　　１株につき2.5円 

　(７)　募集の方法及び割当先 

　　　　第三者割当の方法により、全てを株式会社ジ

　　　　ェネシスダイナミクスに割り当てる。 

　(８)　行使請求期間 

　　　　平成20年９月17日から平成22年９月16日 

　(９)　調達する資金の額　　　787,500,000円 

　(10)　調達する資金の具体的な使途 

　　　　　新株予約権発行に係る787.5百万円（予約権

　　　　の37.5百万円を含む）の使途につきまして

　　　　は、借入金の返済および未払い金等の支払に

　　　　よる財務体質改善費用として200百万円、乗馬

　　　　倶楽部の追加施設建設費用150百万円、ホット

　　　　ヨガ店舗のリニューアル費用60百万円、乗馬

　　　　倶楽部のコラボレーション企画費用60百万

　　　　円、当社単体経常運転資金227.5百万円、手数

　　　　料90百万円を予定しております。 

　(11)　本新株予約権の譲渡制限 

　　　　本新株予約権の譲渡については、取締役会の 

　　　　承認を受けなければこれをすることができな 

　　　　いものとする。

  (12)　本新株予約権の払込金額及びその行使に際し 

　　　　て出資される財産の価額の算定理由 
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前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　　　　当社は、本新株予約権の諸条件、最近の当社

　　　普通株式の株価、当社普通株式の価格変動性

　　　（ボラティリティ）等を前提に、一般的な価格

　　　算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーシ

　　　ョンまたはブラックショールズ・オプション・

　　　プライシング・モデル等を用いた場合、発行価

　　　額は株価の５％から30％程度に計算されるのが

　　　通常であることを考慮し、割当先である株式会

　　　社ジェネシスダイナミクスと協議いたしました

　　　結果、金250,000円を本新株予約権の１個あたり

　　　の払込金額とした。また、本新株予約権の行使

　　　に際して出資される財産の価額は、平成20年８

　　　月19日から平成20年８月27日までの、東京証券

　　　取引所における7営業日の当社普通株式の終値の

　　　平均4.71円の105.5％の1株あたり5円とし、新株

　　　予約権1個あたり5,000,000円とした。

　　　　

（資本業務提携について）

　平成20年８月28日開催の取締役会において、資本業

　務提携を行うことを決議いたしました。

　１．資本業務提携の趣旨

　　　当社グループは多様化するライフスタイルの中

　　で、ユーザーニーズに対して「美しさを創造す

　　る」をコンセプトに事業を行ってまいりました。

　　その中で「事業の選択と集中による競争力の強

　　化」を最重要テーマとし、不採算5事業を廃止いた

　　しました。また当社は上場企業としての存続、企

　　業としての利益体質への変換を図るために、基盤

　　事業である「ホット・ヨガ事業」の店舗展開等を

　　見直し、12店舗のリストラクチャリングを行った

　　結果、「ホット・ヨガ事業」は黒字に転換し順調

　　に推移しております。今後も、既存店舗を対象と

　　した内装の老朽化に対する修繕や熱源の電化を含

　　めたリニューアル、新規店舗出店を計画しており

　　ます。

　　　株式会社ジェネシスダイナミクス（以下、ジェ

　　ネシスダイナミクス）は、不動産業やホテル及び

　　宿泊施設、ゴルフ場、スポーツ施設等の経営管理

　　を主に営んでおります。また、ジェネシスダイナ

　　ミクスの代表取締役である高橋博之氏が100％株主

　　である株式会社ヘレナ・インターナショナルは、

　　福島県いわき市に「ヘレナ・インターナショナル

　　クラブ」を所有しております。「ヘレナ・インタ

　　ーナショナルクラブ」は英国調のゴルフ場、日本

　　最大級の乗馬倶楽部、スパ＆スポーツスタジア

　　ム、宿泊施設等の総合レジャー施設となっており

　　ます。そのうち乗馬倶楽部の不動産に関しては、

　　ジェネシスダイナミクスが不動産登記申請中であ

　　り、乗馬倶楽部の営業権はジェネシスダイナミク

　　スに譲渡済みであります。
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前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　　　こうした背景のもと、当社は基盤事業である 

　　「ホット・ヨガ事業」から派生し、シナジー効果 

　　の得られる新規事業を模索してまいりました。そ 

　　の結果、当社並びにジェネシスダイナミクスは資 

　　本業務提携を通じて、企業グループとして経営の 

　　強化を図ってまいります。当社が保有するF１層 

　　（20～34歳の女性）を中心とする上質な約8.5万

　　人の女性会員、ジェネシスダイナミクスが所有す

　　る資産の活用、相互利用をはじめとして、ジェネ

　　シスダイナミクスとの共同企画開発などにより、

　　高い相乗効果を生み出し、多様化、個性化する女

　　性ニーズへの対応に期待できるものと判断し、合

　　意に至りました。

　２． 資本業務提携の内容 

　　(1) 当社は、「ヘレナ・インターナショナルクラ

　　　　ブ」の施設のうち乗馬施設の建物（クラブパ

　　　　ビリオン、覆馬場棟、厩舎棟、装蹄所棟、ポ

　　　　ニーリンク棟）（以下、「不動産」とい

　　　　う。）を現物出資により譲り受けます。ま

　　　　た、ジェネシスダイナミクスは、当社の発行

　　　　する新株式1.5億株（発行済株式総数の

　　　　29.08％）を取得し、当社の筆頭株主となりま

　　　　す。　　

　　(2) 当社は、今回の資本業務提携契約に於いて、

　　　　譲り受け不動産を活用し、ジェネシスダイナ

　　　　ミクスと共に乗馬倶楽部運営に協力してまい

　　　　ります。将来的には、当社が乗馬倶楽部を運

　　　　営することを視野に入れた営業権を含めまし

　　　　た業務提携までを予定しております。また、

　　　　当社の必要資金等を調達するために、ジェネ

　　　　シスダイナミクスは、当社の発行する新株予

　　　　約権1.5億株（全行使された場合、新株式を含

　　　　めて発行済株式総数の45.06％）を取得致しま

　　　　す。 

　　(3) この度の業務提携により、両社のさらなる関

　　　　係を強化し、F１層の女性をターゲットとした

　　　　共同企画・開発やアクア事業の販売チャネル

　　　　の拡大などを行う予定であります。なお、具

　　　　体的な提携の内容につきましては、今後、両

　　　　社にて、協議してまいります。 

　　(4) 新株予約権の払込みが履行された後、ジェネ

　　　　シスダイナミクスは非常勤取締役２名を派遣

　　　　する予定であります。 

　３．業務提携先の概要 

　　　ジェネシスダイナミクスの概要 

　　① 商号 株式会社ジェネシスダイナミクス 

　　② 事業内容 不動産の取得、売買、管理、仲介等 

　　　リゾート施設、宿泊施設、スポーツ施設、スポ

　　　ーツ倶楽部、レストラン等の経営、管理、等 

　　③ 設立年月日 平成18年２月３日 

　　④ 本店所在地 東京都豊島区東池袋五丁目50番６

　　　 号 
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前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　　⑤ 代表者 代表取締役社長　高橋博之 

　　⑥ 資本金 50百万円 

　　⑦ 従業員数 11名 

　　⑧ 株主構成 高橋博之65％、高橋浄恵35％ 

　　⑨ 売上高 752.9百万円　（2007年12月期） 

　　⑩ 経常利益 8.5百万円　（2007年12月期） 

　　⑪ 当社との関係 資本関係、取引関係、人的関係 

　　　 はございません。

　４．日程 

　　　平成20年８月28日 

　　　取締役会決議および資産譲渡契約書締結、資本

　　　業務提携契約書締結 

　　　平成20年９月16日（予定） 

　　　新株式及び新株予約権払込日 
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有
価証券

その他有価証券 株式会社フーガ 190 0

合計 ― 0

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類

期首残高

（千円）

期末残高

（千円）

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

　（千円）

当期償却額

（千円）

差引当期末

残高

（千円）

当  期

増加額

（千円）

当  期

減少額

（千円）

有形固定資産

建物 1,760,9488,028440,3251,328,650374,277215,934954,373

工具器具及び備品 102,19613,29015,59699,88965,156 18,300 34,733

建設仮勘定 63,667 ― 63,667 ― ― ― ―

有形固定資産計 1,926,81221,318519,5891,428,540439,433234,234989,106

無形固定資産

のれん 424,038 ― ― 424,03877,026 25,704347,011

その他 114,3003,475 ― 117,77573,830 15,273 43,945

　　無形固定資産計 538,3383,475 0 541,813150,85640,977390,957

投資建物 102,711 ― 102,711 ― ― 23,538 ―

投資土地 703,672 ― 703,672 ― ― ― ―

(注)１当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 ホットヨガサロンラビエ宇都宮店及び成増店の改修工事に伴うもの 8,028千円

工具器具及び備品ホットヨガ店舗の健康器具 13,290千円

ソフトウェア 就業管理ローカルシステム 3,475千円
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　 ２当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 ホットヨガ店舗閉鎖に伴う固定資産除却損 334,855千円

工具器具及び備品 ホットヨガ店舗閉鎖に伴う固定資産除却損 8,045千円

　

【引当金明細表】

　

区分
期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金(注) 2,642,9312,839,984 ― 2,642,9312,839,984

事業整理損失引当金 2,409,063 ― ― 112,3882,296,674

　(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
　　　また、事業整理損失引当金の当期減少額（その他）は、在庫の減少によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 5,714

預金

普通預金 71,001

合計 76,716

　

②　売掛金

　

相手先 金額(千円)

グローバルカードサービス株式会社 29,096

MGP長良川合同会社 3,732

株式会社ミスターマックス 2,148

株式会社ゲイツ 1,910

ららぽーとマネジメント株式会社 1,876

その他 290

合計 39,054

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越残高
(千円)
Ａ

当期発生高(千円)

Ｂ

当期回収高(千円)

Ｃ

次期繰越高(千円)

Ｄ

回収率(％)
 

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

滞留期間(日)
Ａ＋Ｄ
２
Ｂ
366

414,523 1,015,2451,390,714 39,054 97.3 81.5

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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③　たな卸資産

　

品名 金額(千円)

商品

絵画 2,414,293

土地 344,736

ホット・ヨガ販売用 6,018

合計 2,765,048

　

④　短期貸付金

　

相手先 金額(千円)

株式会社為 564,800

佐々木芳明 47,000

株式会社ジャパン・ベンチャーサービス 10,000

合計 621,800

　

⑤　長期滞留債権等

　

相手先 金額(千円)

株式会社エヌディーサービス 958,914

井伊孝友 306,700

株式会社フーガ 277,875

株式会社エヌジーエル 200,000

株式会社ドクターBee 108,000

その他 495,833

合計 2,347,323
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⑥　敷金保証金

　

相手先 金額(千円)

サンロード株式会社 29,829

スタイルビルディング株式会社 25,000

株式会社福岡交通センター 24,513

興和不動産株式会社 21,898

株式会社サンアップ 20,440

株式会社菊岡屋 19,788

合同会社エノックス・プロパティ 18,932

株式会社明治屋 17,546

株式会社モリモト 13,945

日東エフシー株式会社 13,203

その他 249,447

合計 454,545

　

⑦　買掛金

　

相手先 金額(千円)

エヌディーアクア株式会社 1,772

ヒロ美術 600

株式会社サンスイ 247

その他 2,228

合計 4,847

　

⑧　短期借入金

　

相手先 金額(千円)

有限会社ドゥーファースト 100,000

株式会社フロントリバー 60,000

合計 160,000
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⑨　未払金

　

相手先 金額(千円)

三菱UFJ信託銀行株式会社 118,735

株式会社ザイマックス 59,898

吉木弁護士 8,505

株式会社ジェーシーエヌ 4,893

有限会社イズワン 3,692

その他 131,042

合計 326,766

　

⑩　前受金

　

相手先 金額(千円)

前受クーポン券 376,855

株式会社ドクターBee 22,000

合計 398,855

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

ニューディール株式会社(E05060)

有価証券報告書

116/124



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月27日

基準日 ６月30日

株券の種類 10,000株券及び1,000株券

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都千代田区丸ノ内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸ノ内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 東京都千代田区丸ノ内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸ノ内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国各支店

　　買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当該事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。
　

(1)　有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第９期(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

平成19年９月28日関東財務局長に提出

(2)　半期報告書

事業年度　第10期中(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

平成20年９月29日関東財務局長に提出

(3)　有価証券報告書の訂正報告書

平成19年10月18日関東財務局長に提出

　平成19年９月28日提出の第９期有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

　平成20年５月30日関東財務局長に提出

　平成19年９月28日提出の第９期有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

(4)　臨時報告書（主要株主の異動）

平成19年12月28日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく報告書であります。

　平成20年７月１日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく報告書であります。

　平成20年７月22日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく報告書であります。

　平成20年９月17日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく報告書であります。

(5)　臨時報告書（特定子会社の異動）

平成20年５月２日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく報告書であります。

(6)　有価証券届出書

平成19年12月10日関東財務局長に提出

　平成20年６月４日関東財務局長に提出

　平成20年６月４日関東財務局長に提出

　平成20年８月28日関東財務局長に提出

　平成20年８月28日関東財務局長に提出

(7)　有価証券届出書の訂正届出書

平成19年12月12日関東財務局長に提出

　平成19年12月10日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

　平成20年６月５日関東財務局長に提出

　平成20年６月４日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。
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　平成20年６月５日関東財務局長に提出

　平成20年６月４日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

　平成20年６月９日関東財務局長に提出

　平成20年６月４日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

　平成20年６月９日関東財務局長に提出

　平成20年６月４日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

　平成20年９月３日関東財務局長に提出

　平成20年８月28日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

　平成20年９月３日関東財務局長に提出

　平成20年８月28日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

　平成20年９月９日関東財務局長に提出

　平成20年８月28日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

　平成20年９月９日関東財務局長に提出

　平成20年８月28日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

平成19年９月28日

ニューディール株式会社
取締役会 御中

アスカ監査法人

指定社員
公認会計士　　　田　中　　大　丸　　　㊞

業務執行社員

　

指定社員
公認会計士　　　宮　川　　愼　哉　　　㊞

業務執行社員

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニューディール株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

         

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

       

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ニューディール株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当連結会計年度において多額の当期純損失

    を計上している。また、前連結会計年度に引続き、継続的な営業損失を計上している。当該状況

    により、継続企業の前提に関する重要な疑義が発生している。当該状況に対する経営計画等は当

    該注記に記載されている。　連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような

    重要な疑義の影響を連結計算書類には反映していない。

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成20年９月26日

ニューディール株式会社
取締役会 御中

監査法人ウィングパートナーズ

指定社員
公認会計士　　　赤　坂　　満　秋　　　㊞

業務執行社員

　

指定社員
公認会計士　　　市　島　　幸　三　　　㊞

業務執行社員

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているニューディール株式会社の平成19年7月1日から平成20年6月30日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場からこの連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ニューディール株式会社及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

         

追記情報 

１　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社グループ

　は、当連結会計年度に2,889,618千円の多額の当期純損失を計上し、前連結会計年度に引続き継続的　

　な営業損失を計上したことにより、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。 

　　当該状況の解消に関する対応策は当該注記に記載されている。 

　　連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務

　諸表には反映していない。 

２　重要な後発事象として以下の事象が記載されている。 

　(1)　平成20年7月1日以降に行使された第11回新株予約権に関する事項 

　(2)　平成20年8月28日開催の取締役会において第三者割当により発行される新株式及び新株予約権

　　　 の発行を決議した旨 

  (3)　平成20年8月28日開催の取締役会において株式会社ジェネシスダイナミクスと資本業務提携を

       行うことを決議した旨 

　

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成19年９月28日

ニューディール株式会社
取締役会 御中

アスカ監査法人

指定社員
公認会計士　　　田　中　　大　丸　　　㊞

業務執行社員

　

指定社員
公認会計士　　　宮　川　　愼　哉　　　㊞

業務執行社員

　

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニューディール株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第９期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

      

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法

人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

   

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ニューディール株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

  １．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度において多額の当期純損失を

      計上している。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が発生している。当該状

      況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。計算書類及びその附属明細書は継続企業

      を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を計算書類及びその附属明細書に

      は反映していない。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                                             以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成20年９月26日

ニューディール株式会社
取締役会 御中

監査法人ウィングパートナーズ

指定社員
公認会計士　　　赤　坂　　満　秋　　　㊞

業務執行社員

　

指定社員
公認会計士　　　市　島　　幸　三　　　㊞

業務執行社員

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため「経理の状況」に掲

げられているニューディール株式会社の平成19年7月1日から平成20年6月30日までの第10期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場からこの財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ニューディール株式会社の平成20年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

      

追記情報 

１　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は、当会計

  年度に2,896,910千円の多額の当期純損失を計上し、前事業年度に引続き継続的な営業損失を計上し

  たことにより、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。 

　  当該状況の解消に関する対応策は当該注記に記載されている。 

    財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には

  反映していない。 

２　重要な後発事象として以下の事象が記載されている。 

   (1) 平成20年7月1日以降に行使された第11回新株予約権に関する事項 

   (2) 平成20年8月28日開催の取締役会において第三者割当により発行される新株式及び新株予約権

       の発行を決議した旨 

   (3) 平成20年8月28日開催の取締役会において株式会社ジェネシスダイナミクスと資本業務提携を

       行うことを決議した旨 

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                                             以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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